
第4章　中国市場における消費需要の変化

中国の消費市場は､国民の所得水準が上昇し､中間所得層の急増を背景

に､中国における小売企業は新業態の導入とともに業態多様化を推進しつ

つある｡

本章では､経済改革･開放政策の実施後における消費者ニーズおよび購

買行動の変化を時系列に考察する｡その中で､消費者ニーズの変化に影響

を与える要因､さらに消費者ニーズの変化と業態多様化との関連性を明ら

かにする｡特にWTO加盟以降､消費市場の拡大は生産を牽引するようにな

り､消費者ニーズの個性化や多様化が生起し､小売企業がそれらに適応す

るために,業態多様化をどのように推進してきたのかについて検討する｡

4. 1　行政介入と消費社会の変化

中国は以前から｢社会主義計画経済｣を実施し､経済改革･開放政策が

始まる以前､強制的に計画配給制を行っていた｡国民の消費は主に自給型､

配給型および福祉型であった｡中国の経済体制は生産が主導し､流通は生

産に従属し､消費も生産によって決められていた｡

1990年代､経済改革･開放政策がいっそう推進され､市場経済への移行

が実施された｡この20数年の間に,中国小売業を取り巻く環境は大きく変

わってきた｡生産が急速に発展し､次第に消費が生産を牽引するようにな

り､供給が需要を上回ってきた｡消費拡大を促進するようになり､中国は

｢消費大国｣になりつつある｡
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4. 1. 1　経済改革･開放政策実施以前の消費社会

中国は建国以来､経済改革･開放政策を実施するまで､政治環境が不安

定で､消費需要は 低限のレベルで維持されてきた｡

計画経済の下で､商品化された食料や生活日用品などは政府の管理で配

分され､切符制を行い､また､国民は都市間､また都市と農村間の社会的

移動は厳しく制限され､都市での雇用吸収力も限られていた｡都市人口は

低賃金､低物価､低消費という｢三低政策｣の状況におかれていた｡この

政策の実施によって､低賃金と低物価の影響を受け､消費は根本的に抑制

されていた｡

このような状況におかれている消費者は､ ｢同質｣ ､ ｢同一レベル｣ ､

｢仲間意識｣の消費生活意識を持ち,食品､服装､住宅などがすべて｢節

約｣ ､ ｢ 素 朴｣ を｢ 暮 ら し の 理 論｣ と し て 提 唱 さ れ､ ｢ 消 費｣ を 煽 る よ う

な物質志向のような行動や言論は批判される対象となった1｡

人口の多い農村においては､人民公社が設立され､生産管理をする一方､

基本的な生活用品の配給をコントロールし､流通の一環としての役割を果

たした｡また､農村における自由市場は未発達で主に農民の物々交換を中

心に行い､他の食品などはほとんど農民の自給自足であった｡都市部の流

通機能を果たすのは､伝統的な国有百貨店･食品店･食料品市場が主役で

あった｡

集団所有制の形態の下で,この時期は消費者が生活必需品の需要でさえ

も低い水準でしか満たされなかった時代であった2｡
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4. 1. 2　経済改革･開放政策実施による消費社会の変化

1978　年に中国は社会主義計画経済に市場経済を導入し始め, ｢国民生活

の改善･向上｣を目標に､経済改革･開放政策が提唱された｡

1992年まで､全国の小売物価､賃金､消費水準は以前と比べ急速に上昇

し､農村経済が自由化され始めた｡また､ 1984年に農村から小都市への戸

籍移動が強化されるようになり､ 1992年の｢国務院の戸籍制度改革｣が公

布され､農村人口の小都市への移動が盛んとなり､これまで厳しく制限さ

れた人口移動の問題は緩和され､農村人口の離農化が始まり､都市に出稼

ぎすることにより､都市化が進み､消費需要が変化するようになった｡し

かも､人口の都市への移動は故郷を離れた出稼ぎ労働者(農民工)という

形で､北京､上海､広州などの大都市へ戸籍をもたない常住人口が急増し

てきた｡経済改革･開放政策の実施後の特徴の一つは､人口の流動化と都

市人口の急速な増加をもたらした｡このことが沿岸部の都市を中心に中国

における大衆消費社会を徐々に形成し始めることになった｡

経済改革･開放政策を実施することにより､各業界においては､外資企

業が中国に進出するようになり､雇用チャンスが一気に増え､国民所得が

増加し､消費生活の向上を実現するようになった｡

市場経済の発展に伴い､社会主義の｢三低政策(低賃金､低物価､低消

費)｣ が 見 直 し さ れ, ｢ 三 中｣､ ま た｢ 三 高｣ へ と 移 行 し､ ｢ 節 約｣ か ら｢ 消

費｣へ､ ｢非物質志向｣から｢物質志向｣へと変化するようになってきた｡
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4. 2　消費構造の変化

国民の所得水準の増加は消費内容や消費量の変化をもたらしてきた｡中

国人の生活スタイルは大きく変わり､衣､食､住､行3からその変化を考察

してみる｡

図表4-1　都市部消費者一人当たりの消費支出構成の変化

項 目  涛 1 9 9 5  2 0 1 0  貳 ﾂ

総 消 費 支 出( 元) C24102 田Cr18258 3cRĀĀĀĀĀĀĀĀ

現 金 消 費 支 出 #s3537 鼎 涛13471 ScĀĀĀĀĀĀĀ

食 品  田 1 7 7 1  都 4 8 0 4  迭 經 b Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

衣 類  s 4 7 9 ■  迭 1 4 4 4  c s B Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

住 居  田 2 8 3  鉄 b 絣 1 3 3 2  C R Ā Ā Ā Ā Ā Ā

家 具. 家 庭 用 品 免263 sB908. #2ĀĀĀĀĀĀĀ

交 通 . 通 信  鼎 1 8 3  鼎 # b 1 9 . 8 3  C Ā Ā Ā Ā Ā Ā

教 育 - . レ ジ ャ ー  " 3 3 1  田 c 1 6 2 7  ゴ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

医 療 保 険  R 1 1 0  8 7 1  涛 b 繧 Ā Ā Ā Ā Ā Ā

サ ー ビ ス . そ の 他  田 b 1 1 4  s 4 9 9  鉄 ゅ Ā Ā Ā Ā Ā Ā

現 金 消 費 支 出 の 構 成(%') 涛1995 2010 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

食 品  鉄 B R 5 0 . 0 9  偵 C B 3 5 . 6 7  b " Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

衣 類  2 b 1 3 . 5 5  1 0 . 7 2  免 ﾂ R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

住 居  澱 纉 や 8 . 0 . 2  免 ﾂ 9 . 8 9  湯 r Ā Ā Ā Ā Ā Ā

家 具. 家 庭 用 品 B7.44 途 紊6.74 澱 縱RĀĀĀĀĀĀ

交 通 . 通 信  5 . 1 8  唐 經 B 1 4 . 7 3  B Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

教 育. レ ジ ャ ー 免ﾂ"9.36 2 紊12.08 "ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

医 療 保 険  C 3 . l l  澱 b 6 . 4 7  兎 停 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
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サ ー ビ ス. そ の 他 纉B3.25 紊B3..71 繝2ĀĀĀĀĀĀ

出所:中国国家統計局『中国統計年鑑2012』より作成

4. 2. 1 　｢ 衣｣ の 変 化

｢衣｣の面から見ると､消費者は衣類の機能要求が｢素朴､実用性｣か

ら｢ フ ァ ッ シ ョ ン｣ が 中 心 と な り, ｢ 暖 か さ｣ か ら｢ 美 し さ｣ へ と 変 化 し

た｡

1980■　年代､消費者が衣服を購入する際に､ も重視するのは｢汎用性｣

と｢耐久性｣であり､無論､これは当時中国の生産水準と所得水準によっ

て決められた4｡

一方､衣類への支出も限られており､選択できる衣類のデザインや素材

も限界があった｡中国経済の発展や所得水準の上昇に伴い､消費者の衣類

への支出が増えており､衣類への機能要求も多様化している｡ 1990年と比

べ､ 2011 年 衣 類 へ の 支 出 は 約10 倍 も 増 加 し て お り( 図 表4-1 を 参 照) ､

消 費 者 は 衣 類 の｢ 汎 用 性｣ と｢ 耐 久 性｣ へ の 選 択 よ り､ ｢ 素 材｣ ､ ｢ ス タ

イル･デザイン｣､ ｢ファッション性｣などを追求するようになっている｡

｢美しさ｣への追求により､衣類はもともとの必需品から選択品と賛沢品

に変化し､ ｢衣料品｣関係の専門店の発展に大きな影響を与えている｡

4. 2. 2 　｢ 食｣ の 変 化

｢食｣の面では､消費者は食品への要求が｢満腹を求める｣から｢美食

を食べる｣へ､食品を獲得する方式が｢安さを求める｣から｢美味しさや
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品質や便利性などを求める｣へと変化した｡

以前､消費者は｢食｣に関してはいかに支出を減らし､いかにして長期

間にわたって家計を維持することができるかを生活の焦点に当てており､

食品の品質や種類などへの要望が低かった｡今日では､消費者は食品の品

質 や 種 類 の 要 求 が 一 変 し､ ｢ 好 み｣ ､ ｢ 美 味 し さ｣ ､ ｢ 健 康｣ へ の 要 望 に

転換し､食品の鮮度､加工製品の安全性､食品の栄養成分などに関心をも

つようになった｡生活レベルの改善の影響を受け､消費者は食品購買方式

や加工プロセスの便利性などをますます追求するようになり､セルフサー

ビスベースの新しい小売業態としてハイパーマーケット､ショッピングセ

ンター,コンビニエンスストアの成長に貢献している｡

図表4-2　都市部消費者の食品購買の構成(一人当たり･単位:キロ)

項 目  涛 1 9 9 5  2 0 0 5  2 0 1 1  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

米. 雑 穀 類 3 縱"97.00 塔"76.98 塔 經280.71 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

野 菜 3 ゅs116.47 B 縱B118.58 b 貳ﾂ114.56 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

サ ラ ダ 油  澱 紊 7 . l l  唐 b 9 . 2 5 .  唐 繝 B 9 . 2 6  Ā Ā Ā Ā Ā

豚 肉  ゅ C b 1 7 . 2 4  b 縱 2 2 0 . 1 5  縱 2 2 0 . 6 3  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

午 . 羊 肉  2 . 4 4  2 3 . 7 1  縱 3 . 9 5  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

鶏 肉  紊 " 3 . 9 7  迭 紊 B 8 . 9 7  1 0 . 5 9  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

卵  途 R 9 . 7 4  免 ﾂ 1 0 . 4 0  1 0 . 1 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

水 産 品  途 緜 9 . 2 0  免 ﾂ 縱 B 1 2 . 5 5  R 1 4 . 6 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

牛 乳  釘 緜 2 4 . 6 2  湯 纈 紕 1 7 . 9 2  2 纉 1 3 . 7 0  Ā Ā Ā Ā

果 物  鼎 貳 ﾂ 4 4 . 9 6  鉄 r 紊 5 6 . 6 9  鉄 B 2 5 2 . 0 2  Ā Ā Ā Ā Ā

宿  湯 R 9 . 9 3  8 . 8 5  途 " 6 . 7 6  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

出所:中国国家統計局『中国統計年鑑2012』より作成
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4. 2. 3 　｢ 住｣ の 変 化

｢住｣の面からみると､中国都市住民は住宅に関する意識が以前の｢建

物｣から｢家｣へ､ ｢住宅の面積｣から｢住み心地｣へと関心を向けるよう

に変化している｡

1980年代初期､中国の住宅の多くは内装をせず､またたとえあっても簡

単な内装にとどまっており､生活用の備品(家具､家電など)は生活を維

持する 低のものであった｡対外開放政策が始まり､経済の急成長を背景

に中国の不動産価格の急上昇によって､都市部における消費者は1990年か

ら2011年まで21年間の間に､一人当たりの住居への支出が約23倍も増加

し､家具･家庭用品などの支出も10倍近く増えてきたことがわかる(図表

4-1を参照)｡現在の住宅はほぼ内装工事を行い､建材､装飾材料､家具､

家電を中心に販売するホームセンター､家電量販店のような業態が急速に

発展している｡

4. 2. 4 　｢ 行｣ の 変 化

｢行(交通･移動)｣の面においては, も著しい変化は交通の便利性で

あるo都市においては､公衆バス､タクシーの数と種類および利用頻度が大

幅に拡大し､また家庭用自動車も急速に増えている｡

中国自動車工業協会の2013年1月11日発表によると､自動車の生産･販売

台 数 は2011 年 に1841 万8900 台､1850 万5100 台､ ま た2012 年1927 万1800 台､1930

万6400台に達したo　伸び率について､生産台数は前年比4.6%増､販売台数

は4.3%増となり､前年比それぞれ3.8ポイント, 1.9ポイント上昇した(図
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表4-3 を 参 照)｡

図表4-3　中国自動車生産･販売台数の推移

､∴.E≡≡車草牽奇数(左耳重野∵ 

申出廉売色数(.泰白歯軌 
I-一重轟廃酸由脚■. 儉I(餾[ĀĀĀ

苧=-I-T.廟表替醜め緬 苓ｧb穎υYyxĀĀĀ

出所:中国自動車工業協会の公布データ､ ｢2012年世界主要国の自動車生

産･販売動向｣日本貿易振興機構2013年4月　P.12より作成

2012年末まで国内販売台数は1995年と比べ13倍以上に増加し(図表4

-4を参照) ､そのなかでは乗用車5 (特に家庭用)の販売台数が著しい｡

このような自動車の増加は消費者の生活に大きな影響を与えている｡まず､

自動車での買い物の普及は､自動車を持つ消費者がそれだけ遠距離の移動

を行い､またまとめ買いや購買金額の上昇を生み出す効果を伴っており､

小売企業の商圏が変化し拡大している｡次に､小売企業の駐車施設に関す

る要求は厳しくなっている｡今後､商業施設が集中する地域で大型駐車施

設の確保は小売企業を悩ませる大きな問題になる｡
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図表4-4　中国自動車販売台数推移グラフ

蔓  i 嘘 p  

1 一一/JWJ■ 劔劔劔稗   ĀĀĀĀ

書     ｨ ﾈ " 主  I     

i55++ 鉄#+｢  都#"剪    ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

.___,_.i ĀĀ
｢ 叫 T j i - _ 辛  劔 刧 n ∴  剪 Ā Ā Ā

## 凄### 密 着#### 着 ず9 ㌔ 済 夢

出所:中国自動車工業協会の公布データより作成　2013/3/12

上述したように(図表4-1を参照)､中国都市部世帯においては､消費

支出構造が大きく変化している｡ 90年代前半の｢食料｣および｢衣料｣の

主要消費支出から､ 2000年代以降は｢食料｣ ｢衣料｣に限らず､ ｢交通･通

信｣ ｢教育･娯楽｣ ｢住居｣などの消費支出の増加が目立つようになってい

る｡このような変化に伴い､各種の専門店やホームセンターなどの業態が

着実に成長するようになっている｡

また､消費構造が変化するとともに､都市で生活する消費者の生活リズ

ムも変化している｡所得増加､仕事量の増加､勤務形態の柔軟な採用など

により､都市住民の夜間での消費を刺激している｡近年､北京､上海など

の都市においては､｢パブ族｣､｢夜間サッカー･バスケットボールフアン族｣

が出現し､夜間消費の も典型的な消費群になっている｡夜間消費群は購

買環境を重視し､購買商品が主に便利性を提供する食品､飲料､サプリメ

ント､雑貨などへの関心を高めつつある｡夜間消費群が徐々に拡大し､市
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場規模は昼間の消費と比べまだ少ないが､コンビニエンスストア以外､総

合スーパー､ショッピングセンター､百貨店など小売企業が営業時間を延

長し､消費者を獲得している｡現在大都市に限らず､二級･三級都市にお

いては､この現象が拡大している｡

消費全体においては､都市部の消費財小売総額の上昇率が も高い｡ま

た､図表4-5を示したように､都市部の耐久消費財の購買率と普及率が上

昇傾向にある｡

図表4-5　都市部(平均)における耐久消費財の所有状況

(100世帯あたりの保有台数)

項 目  涛 1 9 9 5  2 0 0 5  2 0 1 1  ‱ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

バ イ ク( 育) 纉B6.29 ゅ25.00 " 經20.13 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

洗 濯 機( 育) 都 ゅC88.97 涛 經95.51 涛b 纉"97.05 ĀĀĀĀĀĀ

冷 蔵 庫( 育) 鼎"266.22 塔90.72 涛b 緜97.23 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

カ ラ ー テ レ ビ( 育) 鉄 偵B8.9.79 b 緜134.80 3r 紊2135.15 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

コ ン ポ ー ネ ン ト ス テ レ オ ( セ ッ ト) 10.52 "28.79 ゅ23.97 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

カ メ ラ( 育) 偵#"30.56 ゅC46..94 鼎2 縱44.48 ĀĀĀĀĀĀĀ

エ ア コ ン( 育) B8.09 繝80.67 "r122 ■ ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

シ ャ ワ ー( 育) 30.05 鼎 偵72.65 塔B 繝"89.14 ĀĀĀĀĀ

コ ン ピ ュ ー タ( 台)  湯 縱41.52 都b81.8.8 ĀĀĀĀĀĀ

ビ デ オ カ メ ラ( 育)  4.32 唐9.42 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

電 子 レ ン ジ( 育)  r 綯47.61 鉄60.65 ĀĀĀĀĀ

運 動 器 具( セ ッ ト)  經4.68 釘B4.09 ĀĀĀĀĀĀ
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携 帯 電 話( 育)  偵S137.00 モ 繝b205.25 ĀĀĀĀĀĀ

固 定 電 話 ( 育 )   9 4 . 4 0  塔 纉 B 6 9 . 5 8  Ā Ā Ā Ā

乗 用 車 ( 育 )   經 3 . . 3 7  2 r 1 8 . 5 8  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

出所:中国国家統計局『中国統計年鑑2012』より作成

4. 3　人口移動･変動による消費の変化

図表4-6に示したように,中国は建国以来､人口が急成長しており､1949

年と比べ､約2.5倍近く増加するようになった｡ 1970年代未に人口過剰の

問題が経済発展の制約要因と認識され, 1979年に中国政府は強制的に生育

抑制政策(計画生育･一人っ子政策6)を導入した7｡また､すでに述べた

ように､中国各地域においては格差が生じており､地域間における人口の

移動が激しくなっている｡経済改革･開放政策を実施して以来､中国の人

口構造が大きく変化し､総労働人口だけでなく､農村における労働人口も

減少し,一人っ子政策によって少子化や高齢化が進行してきた｡本節では､

このような人口移動･変動することにより､消費がいかに変化しているの

かについて考察するo
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図 表4-6 　 中 国 人 口 の 成 長( 単 位: 万 人)

120000 100000 80000 60000 40000 20000 0 ～ Ā ■ ■  

A____ 
. . l l _ ∴  

- i - ■  
~ ~ - ■  

■ ■ ■ p  

. ､ ● ● ヽ ● ● . ～ . ● ● ヽ ● ● ● . ～ . . . . . ヽ ● t I t t X t ､ ､ ､  

_ 一. 総 人 口+ 都 市 人 口* 農 村 人 口 

出所:中国国家統計局『中国統計年鑑2012』より作成

4. 3. 1 　 格 差 問 題

速いベースで経済が成長してきた中国であるが､経済成長モデルの転換や

環境問題､社会問題などは今後中国の成長を制約しかねない構造的な問題と

なっている｡こうした諸問題の中で代表的な問題は所得格差である8｡その

中で､地域間､都市･農村間､都市内部における格差の問題がますます顕在

化するようになってきた｡このような格差が生じたのは郵小平氏が提唱した

｢先富論9｣から始まった｡

まず考えられるのは地域間の格差である｡経済改革･開放政策を実施する

際に､沿岸部を中心に 初的に開放され､上海をはじめ東沿岸部は優先的に

外資企業が導入され､経済が急成長してきた｡それと対照的に内陸部の成長

が比較的遅れており､物流などのインフラ整備や小売環境の発展が大きな課
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題となっている｡各省の一人当たりGDPの推移を見てみると､上海､北京を

中心に発展している沿岸部都市は内陸部雲南省や貴州省などの都市と比べ､

WTO加盟する2001年において､格差が11倍近くまで拡大しており､近年縮

小傾向にあるが､ 2010年の時点で依然として6倍近くの格差が存在してい

る(図表4-7を参照)｡経済成長の著しい地域､特に沿岸部にある都市にお

いては､開放政策の恩恵を受け､ほとんどの小売業態が発展し繁栄している｡

一方､内陸の主要都市においては業態の多様化が推進しているが､地方都市

は地域によっては､これから新たな業態を導入する動きが見られるようにな

ってきた｡

図表4-7　中国の省市別の一人当たりGDPの推移

7C

出 所: 中 国 国 家 統 計 局, CEICDatabase､ 経 済 産 業 省 『 通 商 白 書2012 』 P.115

より作成｡
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また都市･農村間の格差が 近よく議論されている｡中国は以前から農業

大国と呼ばれていた｡ 1970年代に農村人口が都市人口の約5倍多く存在し

ていた｡厳しい戸籍問題の制限を受け､農村から都市への人口移動は難しか

ったが､近年､戸籍制限がしだいに緩和され､また都市圏の拡大につれ,衛

星都市が増え､都市人口が急速に増えてきた｡図表4-6のように､ 2011年

の時点で都市人口が農村人口を上回るようになってきた｡

このような人口移動の影響を受け､都市部と農村部の所得格差がますます

拡大するようになっている｡経済改革･開放政策を本格的に実施する以前､

都市部と農村部の所得格差が2倍近く存在していたが､ WTO加盟などの影響

を受け､都市部と農村部の所得が急速に伸びており､近年所得格差がさらに

拡大するようになってきた(図表4-8を参照)｡格差を縮小させるため,政

府は様々な是正策を出しており､農村所得の上昇に努めている｡このような

格差の影響で､小売業態の発展も地域間でアンバランスな状態に置かれてい

る｡都市部は言うまでもなく､農村部においては､未だに伝統的な食品市場

や｢夫婦店｣が多数存在しており､スーパーマーケットが近年導入されるよ

うになってきたが､家電量販店やショッピングセンターなどの近代的に小売

業態は未発達の状態にある｡
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図表4-8　都市部と農村部の一人当たり所得の推移

-  

JC 

25,000 20,000 15,000 10,000 5,000 0 8YC右ｩYBĀĀĀĀĀ

董山喜董卓董妻妾窯  ∫ ン｢ ∫ ′       ĀĀĀĀĀĀ
.:... ⊂) ▼ ■CqCV? 寸LE) く0- ーCOO> ⊂)I. 一CqeV3 寸LLDqD- ー のOb ⊂)I. ■ 

ObO>O>O) の のO505 のO> ⊂) ⊂> ⊂) ⊂) ⊂> ⊂> ⊂) ⊂) ⊂) ⊂) ー ■- 
¢ ) の 0 ) の O ) 0 ) 0 > G > O > 0 > ⊂ ) ⊂ ) ⊂ ) ⊂ ) ⊂ ) ⊂ ) ⊂ ) ⊂ ) ⊂ ) ⊂ > ⊂ ) ⊂ )  
- ▼ . 一 ▼ . 一 ▼ . 一 一 ■ - 一 一 一 - - ▼ . 一 C q C q C q C q C q C q C q C q C q C q C q C q  

注:都市部では一人当たり可処分所得､農村部では一人当たり純収入を表示｡

出 所: 中 国 国 家 統 計 局､ CEICDatabase､ 経 済 産 業 省 『 通 商 白 書2012 』 P.115

より作成｡

中国の都市を分類してみると､県以下の地域を除き､ 344都市を沿岸大都

市､沿岸一般都市,地方省都級､地方中心都市､地方小都市という5つのセ

グメントに区分することができる(図表4-9を参照)｡各都市分類において､

1人当たりGDPの格差が大きく存在しており､沿岸大都市は地方小都市の7.5

倍となっている｡

103



図表4-9　中国の都市分類

沿 岸 渥ﾒ 地 方 饑ｲ 地 方  ĀĀĀ

大 都 市 ｩLｩ78 省 都 級 i978 小 都 市 ĀĀĀĀĀĀĀ

代表都市 冉ｸｹ鶇8､2ﾂﾔﾈIｹ¥｢無錫､天津､ 大連など 兀ｫﾉ7:Bﾆ8,r貴陽など 凛ｽh,rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

都 市 数 的7826 都 市 鉄i78116 都 市 C)78ĀĀĀĀĀĀĀ

地理分布 Xﾆr沿岸部に ﾉfｲiﾂ東北. 中西部の 中核都市 ﾉfｲiﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

の 中 核 偖y(b 部 の 大 都 市 剳 狽ﾌ 小 都 市 Ā

都市人口 (構成比) 都市世帯数 釘ﾃ3iﾉﾂ8,073万人 Bﾃ3s)iﾂ17,181万 RﾃcciﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(7%) 茶BR(24%) 茶# 坦(26%) ĀĀĀ

1,429 ﾃR4,947 迭ﾃ ツ"5,318 ĀĀĀĀ

万 世 帯 冓ﾉ) 万 世 帯 冓ﾉ) 万 世 帯  ĀĀĀĀĀĀĀ

G D P 総 額  ﾃ c 5 7 , 0 3 0  田 ﾃ C B 5 9 , 6 1 8  鼎 ﾃ C R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

( 構 成 比) ﾘﾋ22R 億 元(23%) ﾘﾋ2RR 億 元(24%) ﾘﾋ2bRĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1 人 当 た り GOP ( 全 体 平 均) 田ﾃ50,000 Rﾃ15,000 塔ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

元 程 度 侏9/i7 元 程 度 侏9/i7 元 程 度 ĀĀ

荏:中国の344都市(県以下を除く)を5つのセグメントに分類する｡

出所:中国統計年鑑､中国城市年鑑､各省の統計年鑑より,野村総合研究所

2007年の基準にて作成

また､このような都市内部における所得を見てみると､所得階層ごとの家
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計数の分布によって､全体的な所得水準は上昇し､年々上位階層に向かって

シフトしている｡このデータから見ると､都市の家計消費支出は近年増えて

おり､家計の状況がしだいに改善していることがわかる10 (図表4-10を

参照)｡

都市内にさまざまな格差が存在することにより､一つの都市に､異なる顧

客層をターゲットとする小売業態が発展する余地が生まれ､小売業態の多様

化を推進している｡

図表4-10　中国の都市部の所得階層別の家計分布(単位:千元)

注:①名目ベースの年間家計所得｡

②100千元以上は､一括りにまとめられているため､線で結んでいない｡

出所:中国国家統計局､ CEICI)atabase､経済産業省『通商白書2012』 P.116

より作成｡

このような所得格差の存在とともに､消費者ニーズの多様化や個性化が一

層蹟著になり､小売業態の発展を推進する主要な要因となっている､都市部
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においては近代的な小売業態が多く乱立状態にあり､消費者のニーズに適応

するため､業態の多様化が更に進んでいる｡一方､内陸部､特に農村部の所

得格差や人口減少の問題への改善策を背景に､小売業の未発達地域を目指し

て､外資系小売業や国内小売業の2級都市や3級都市への出店戦略が進めら

れるようになって､様々な小売業態導入への機運が高まっている｡

4. 3. 2 　 家 族 構 成 の 変 化

前述のように､中国政府は1979年から人口増加を制限するために｢一人っ

子政策｣を提唱してきた｡ 1970年代､ 1980年代､ 1990年代に生まれた世代

は そ れ ぞ れ｢70 后11｣, ｢80 后｣､ ｢90 后｣ と 呼 ば れ て い る｡ 今 日 に な っ て､ こ

れらは20代から40代までの世代となっており,中国消費社会においては､

主要な消費群になっている｡

｢80后｣が生まれた80年代は､中国では当時の 高実力者､部小平が経済

改革･開放政策(1978年)にかじを切り替えた直後のことである｡市場経

済の中で中国はひたすら成長してきた｡両親の世代を苦しめた文化大革命を

知らず､天安門事件の記憶もほとんどない｡ ｢80后｣は計画経済時代の名残

から節約を大事にする70年代以前の世代に比べると､特に都市部で消費意

欲が旺盛である｡インターネットや携帯電話によって情報に囲まれ,新しい

モノ好きで､海外の文化や情報も抵抗なく吸収し､個性を大事にするという

のも｢80后｣の特徴である｡

また近年､ ｢90后｣の消費行動に注目が集まっている｡中国のある調査機

関の調査によると, ｢90后｣はインターネットの使用については非常に頻繁

に行う面が｢80后｣と類似し､何か新しいノモを創造する意欲がある半面,
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10代後半と20代前半の年齢で､行動力はあるが､物事を処理する際にその

未熟性を見せており､また多様な要求で安定性が欠けていると評価されてい

る｡このような｢90后｣は以前の世帯と異なり､ ｢(∋社会のルールと自身の利

益を重ね合わせてチャンスを狙っている｡ ②｢70后｣の団体意識や｢80后｣の

唯我独尊とは異なり､グループの中で仲間がいるという帰属感､緩やかなグ

ループ主義を重視するとともに､そのグループ内で発言権を握りたがる｡③

バンジージャンプのように飛び込んで自分を探す傾向があり､きわめて新し

く奇抜な体験の中で､自身で価値判断を行いたがる｣ 12という3つ傾向があ

るという指摘もある｡

中国のインターネットショッピングは近年急速な勢いで成長を続けてい

るが, ｢80后｣と｢90后｣は頻繁にインターネットを利用する傾向にある｡そ

こでこのような消費者ニーズをターゲットに､中国の｢淘宝(タオパオ)｣

と い う シ ョ ッ ピ ン グWeb サ イ ト が2003 年5 月10 日 に 設 立 さ れ た｡2011 年1

月末には登録ユーザー数が3.7億人を超え､中国のオンラインショッピング

市場シェアの約　80　%､中国の市場のショッピングサイト上では基本的に独

占 し て い る｡ ｢ 淘 宝｣ の 主 要 な 消 費 軍 は｢70 后｣､ ｢80 后｣､ ｢90 后｣ で あ る｡

特に｢80后｣､ ｢90后｣は常にネット上での仲間と商品の情報を共有し､小売

企業や商品に関する口コミを確認したうえで購買行動に移るという特徴も

ある｡

教育レベルの追求や一人っ子などの要因で､ ｢80后｣, ｢90后｣世帯の多く

は大学を出ており､高学歴社会が形成されつつあるが,リーマンショック以

降､中国社会においては就職難が起こっている｡高学歴のワーキングプアの

一群は地方より､大都市で就職のチャンスを探し､良い給料の職に就けなく

ても大都市に滞在する現象が発生している｡大都市の生活コストが高く,質
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金が低いなどの制約を受け､この一群は都市の郊外で暮しており､シェアハ

ウスを行っている｡このような若者層は｢蟻族｣と呼ばれている｡

｢蟻族｣の若者たちは給料の良い職に就くことが出来ず､地方からの出稼

ぎ労働者である農民工の人間たちと職を奪い合っている｡月収は日本円にし

て13000 円 か ら26000 円 程 度 で あ る｡ こ の 状 況 の 中 で､ ｢ 蟻 族｣ の 低 所 得､

また共同生活のような消費者ニーズを対応するため､都市郊外においては､

近年ディスカウント業態や24時間を経営するコンビニエンスストア､また

惣菜やお弁当を提供するスーパーマーケット業態が急速に伸びている0

｢80后｣と｢90后｣の親世帯は大体､兄弟姉妹がおり､大家族の構成が多い

に対し､ ｢80后｣と｢90后｣は原則的に一人っ子である｡中国の家計における

構造変化は拡大された家庭から核家族へと変化している｡このような変化に

より､一人っ子世帯､つまり｢80后｣と｢90后｣は消費の中心になっている｡

また今現在､ ｢80后｣と｢90后｣は結婚適齢期にあり､ 1人か2人13の子供を生

み､ 7,8人の核家族が出来上がる｡つまり､祖父母世代4人､親世帯2人,

子供1人か2人の家族構成になる(図表4-1 1を参照)0

図表4-1 1　中国における基本の家族構成



このような逆ピラミッドの家族構成の中で､子供が一人というのは､これ

らの子供が小さな皇帝や女帝として扱われ､彼らの両親や祖父母は彼らを暮

ばせるために共通して努力を惜しまない｡従って､現代の中国ではそうした

1億以上の小さな皇帝や女帝の人口によって高い品質の玩具､ゲーム機それ

に教育補助具に対する需要がこの先当分増加し続けるであろう14｡このよう

な需要に応じ､中国市場においては､近年ベビー用品の専門店や玩具の量販

店が急速に規模を拡大している｡

また､これらのティーンエージャーやヤングアダルトは潜在的な可能性と

して､中国では も有望な消費者セグメントであると考えられる｡彼らは家

族の所得の支出に も大きな影響力を持ち､同様に､彼らの消費者ニーズに

相当の金額を使うようになってきた｡また､溢れるほどの情報の中で育てら

れ､しかも西洋文化に多く触れているため､これらの消費者はすでに顕著な

特色を現わしており､近い将来に中国の消費革命をリードすることも予想さ

れている｡ティーンエージャーやヤングアダルトの特色は､独立とパーソナ

リティ､新しいことをしようとする意欲､ブランド名へのこだわり､それに

もっと重要なのは若いうちに生活を楽しむ準備ができていることといわれ

る｡換言すれば､一人っ子世帯は､購買行動や選好の点で､より実用的なマ

インドを持った､より保守的な､古い世代の消費者と比較して､いっそう大

胆であることがわかる｡このような消費者がこれからの数年で独立した消費

者へと徐々に成熟するという事実を考慮すると､イノベ-テイブなマーケテ

イング戦略でこの消費者をどのように開拓するかは,国内外のマ-ケタ一に

とって優先事項となる15｡

このような消費動向の変化を背景として､特に都市部においては､ファッ

ション関係の専門店や賛沢品の専門店や家電メーカーの専門店が雨後の筒
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のように急速に展開するようになっている｡また､中国の習慣として､祝日､

結婚､引越し､入学などの際に､ギフトギビング(贈答)を利用するのが一

般的である｡贈答は家族･親戚､友人･上司との良好な人間関係を構築する

ための方法の一つである｡親戚の結婚､また引越しに際して､ご祝儀以外に

家電製品や家庭用品を贈る習慣があり､家電量販店やホームセンターが良く

利用される｡所得や生活水準の向上とともに､こうした伝統的な贈答文化の

習慣は､中国社会の中でより高級な品物やより安全で希少性のある外国製品

への噂好を強め､百貨店の高級化はもとより､高級ブランド品やファッショ

ン性を訴求する専門店など新しい売り方を提案する多様な小売業態の発展

を推進する要因ともなっている16｡

4. 4　中間消費層の形成

急速に変化し､多様化している中国市場においては､中国の消費者ニー

ズと購買行動も変化している｡国内で消費生活水準が も高いのは東部､

沿岸部都市である｡都市部では中間所得階層が も多く成長している｡ WTO

加盟以降､消費変化が更に激しくなっている｡都市部での所得増加に伴い､

雇用機会を求め､都市部への人口移動が拡大傾向にある｡また､ 2010年の

上位中間層と下位中間層が2006年より　6.2%と20%を増加し(図表4-12

を参照)､中間所得層が形成されている｡国内で消費生活水準が も高いの

は東部,沿岸部都市である｡都市部では中間所得階層が も多く成長して

いる｡

改革･開放以来､沿岸部都市の経済は著しく発展し,それに伴い､小売

業態や消費者ニーズなどが急速に変化してきた｡沿岸部の主要都市ではほ
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とんどの小売業態が存在するようになった｡また､消費者の消費スタイル

が次第に変化し､消費が小売業態を牽引するようになってきた｡

図表4-12　中国の所得階層の推移･予測

10 甚o 私, 60%. 40% 20% 0% 縫 儿IrYx6ｸｴ 笏U｢8 見(hｭIrRﾓ3Yx6ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

田下 ｢ﾆﾈ罐ｨv｣ｳ｢罎vﾂ糘ﾔ､ﾂ篦(ﾂ耳耳H｢苒罎穹W討罎ﾂhcﾒ粭梯糘中間層(5-15千ドル)田低所得層(5千ドル以下) ∴､ ∴∵. I/.( ㌔∵ .-/ 小 ･.㌧● ...II ::.,-.'! ∴.●. I一一 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

-､一■ー ).:.:.}.:..:.;'.I: 

.I.L: I/.:;. ･':--:;. ～...:. :.I.<'. I'-:../ 一一▼▲ I.i.:;. I■...I, ､.:(.. /I/I +'.+I ヽ■,●■ 售｣｣｣｣｢粐罎ﾒ罐｢粤ｲ簽｢簫罎粐ﾃ､ｴ憧ゅｴ停ﾒﾆﾈbĀĀĀĀĀĀĀ

4 7 1  2 0 0 6 2 0 1 0 2 0 1 5 2 0 2 0  

出所:経済産業省『通商白書2012』 P.126

中国は全体的に経済が成長しているが､この中で､発展が遅れていた内

陸部への開発に政府や民間企業の関心が集中するようになってきた｡中央

政府は内陸部､特に西部地域の経済を成長させるために､政策の支援やイ

ンフラ整備のための投資などにより､景気刺激を推進し､それによって経

済が活発に成長し､個人消費も力強くなっている｡特に内陸部の各都市の

成長が拡大し､武漢､成都で消費力が急速に成長するようになった｡それ

とは対照的に経済を牽引してきた沿岸部は内陸部と比べ､成長が鈍化する

ことが明らかになっている｡

90年代において､富裕層が出現し､ 90年代未から中間所得層が急速に増

大し､消費者のライフスタイルが変わり､次第にブランド品や利便性を重

視するようになり､より質の良いものへの関心を高めるなど消費の高度化
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と多様化が進行してきている(図表4-1 3を参照)0

図表4-13　中国市場における消費者の所得段階とライフスタイル

[ 代 表 消 費 者][- フ ス タ イ ノ レ]

臣-.;:･L; ▲ 　= 空:.'r･

∴垣
出所:中国国家統計局『中国統計年鑑2010』､三菱UFJリサーチ&コンサル

ティングの資料､キャストコンサルティング株式会社の資料を基に筆者作

成

また､三菱UFJリサーチ&コンサルティングは北京と上海市場において

は中間所得層17について研究調査を行い,その結果としては､上海の中間

所得世帯が全世帯の56.5%､北京が6l.6%に達していることが分かった(図

表4-14を参照)0　両都市において､中間所得層はすでに主力な消費群に

なり,ピックミドルゾーンが形成されていることが考えられる｡
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図表4-14　北京･上海の中間所得層

出所:専修大学において実施した三菱UFJリサーチ&コンサルティング株

式会社国際事業本部､グローバルコンサルティング部部長,恩田達紀氏へ

の イ ン タ ビ ュ ー に よ る(2012/7/18)

現在､中国政府が様々な景気刺激策を行い､それにより経済が発展し､

沿岸部だけでなく内陸部でも国民の収入が増え､中間所得層の拡大が確実

に進んでいる｡その結果として,消費者の可処分所得が伸び､ ｢高級志向｣

や｢ブランド志向｣という消費傾向が出現しつつあり､総合スーパー､ス

ーパーマーケット業態がより多様で高度化した消費者ニーズに対応しきれ

ないため,～　高級百貨店や専門店などの業態が成長している｡特に専門店は

2003年から2010年末まで,店舗数が年平均2.5倍に増加し,売上高の年

平均成長率が70%という著しい成長であったo
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また､勤務形態などの多様化で時間を重視したライフスタイルが増加し､

｢利便性消費｣を中心に展開する業態が増加しつつある｡沿岸部都市での

コミュニティ小型スーパー､沿岸部に限らず内陸部でも多く展開している

コンビニエンスストア､小型ハイパーマーケット､ネット通販などの業態

が増加する傾向がある｡消費者ニーズの多様化や個性化の出現傾向は､そ

れだけ小売企業が更なる多様な業態展開を推進するビジネスチャンスを生

み出している｡

WTO加盟以降,中国の小売市場の中で出現している小売業態の多様化の源

泉は消費市場の規模の拡大であり,とりわけ中間所得層の形成と増大に基づ

くという点がより明確になってきた｡

4. 5 　 ま と め

小売業界は､消費者の移ろいやすい趣向に直面し､常に多様な業態を求め

られている業界である｡本章においては､主に中国の消費市場を主軸に分析

を行ってきた｡政府の行政介入により,消費市場全体に活気をもたらし､消

費者ニーズがしだいに多様化し個性化するようになってきた｡このような多

様な消費者ニーズに適応するために,さまざまな業態が中国市場に導入され

発展している｡

本章では消費者を世帯収入の切り口として,低所得層､中間所得層､高所

得層に分類し､とくに中間所得層の拡大に焦点を当てて分析し､年代別のラ

イフスタイルの特徴を検討することで､中間層を中心としたセグメントが中

国消費者の新しい消費スタイルを牽引していることを明らかにしてきた｡

とりわけ､中国の消費者は若年層ほど消費に対する感度が高く､先進的で
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あるという特徴が見られている｡新しさを追求し,商品の質を求める傾向に

あ る と 考 え ら れ る｡ ｢ パ ブ 族｣､ ｢80 后･90 后｣､ ｢ 蟻 族｣､ ｢ 高 品 質 派｣､ ｢ 健 康

志向族｣などのような特徴をもつ消費群の増加によって､小売業態が多様化

してきている｡利便性消費､プレミアム消費､安さ納得消費などの消費価値

観がしだいに形成されており,またインターネット､自動車などの普及によ

って､小売企業の商圏が拡大されている｡今後,中国での賃金水準の上昇傾

向が続くことで､一段と所得や生活水準の底上げが見込まれ,旺盛な消費意

欲が継続することで,中国における小売業の発展にとって大きなビジネスチ

ャンスとなっており､豊かさを求める消費者の獲得をめぐって小売業態の差

別化や多様化の機会も増加している｡

1 ) 浅 海 一 男(1972) 『 中 国 の 企 業 経 営 』 日 本 生 産 性 本 部 　PP.103-121; 李 海

峰(2004) 『中国の大衆消費社会一市場経済化と消費者行動』ミネルヴァ書房
PP.27-280

2 )李海峰(2004) 『中国の大衆消費社会一市場経済化と消費者行動』ミネルヴ

ァ 書 房 　PP.29-300

3 )ここで､ ｢行｣は交通による移動などの生活行動を示す｡具体的に4-2-4

で説明する｡

4 )李飛､王高(2006) 『中国零唇業発展歴程』社会科学文献出版社｡

5) ｢乗用車｣とは,狭義の定義である｢基本型｣ (セダンなど)に加え,スポ
ーツ用多目的車(SU甘),多目的車(肝Ⅴ)､乗貨両用車(小型ワンボックス)

を含めた広義の乗用車という｡
6 )一人っ子政策は中国で1979年に始まった人口規制政策のことを指しており

夫婦1組みに対して子供を1人しか持たない政策である｡正式名称は計画生
育政策といい､出産または受胎に計画原理を導入し､幾何級数的な人口増加
に法規制を加えた｡例外として双子以上の多胎児の場合,全員が戸籍を持つ
ことが許可されている｡

7) 杜 進(2013/4) 前 掲 文 　P.86｡

8 )三村祐介(2012/12/5) ｢中国における所得格差問題の行方一中国における

所得格差問題の行方｣みずほ総合研究所　PP. 1-loo

9 )先富論とは, 1985年頃から郵小平が唱えた改革開放の基本原則を示すもの
である｡ ｢先富論｣は､ ｢先に豊かになれるものと一部の地域が先行しよう｣

という改革方針を提起しただけではなく了先に豊かになったものと地域は豊
かになっていないものとそうした地域を助け, 終的に共に豊かになる｣こ
とを目指すものである｡しかし､ ｢先富論｣の後半部分で言及された｢先富｣
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から｢共富｣への調整がうまく行われず､効率一辺倒の改革政策が続けられ
てきた｡それによって,経済格差の問題が表面化し､社会安定にも影響が及
ぶ大きな問題となっていると指摘されている｡

10 ) 経 済 産 業 省 『 通 商 白 書2012 』 PP.115-1160

ll ) ｢ 后｣ は 日 本 語 で｢ 後｣ の 意 味 を 指 す｡

12 )渡辺達朗(公益財団法人､流通経済研究所) (蘇) (2013) 『中国流通の

ダイナミズムー内需拡大期における内資系企業と外資系企業の競争』白桃書
房 　PP.3-50

13 )一人っ子政策の実施は確かに人口制限に一定の役割を果たしてきたが､そ

の反面､少子化や高齢化が進み,社会問題になっている｡この間題を克服す

るために､一人っ子政策が緩和され､一人っ子同士が結婚すれば､原則とし

て子供が二人まで出産できると法律上許可されるようになった｡
14 ) Guoqing Guo, Consumer Behavior in China, Stanley Paliwoda, in Tim

Andrews and Junsong Chen, (ed.)Marketing Management in
Asia,Routledge 　2012 　pp.28-29.

15 ) GuoqingGuo, ibid, pp.28-29.

16 ) GuoqingGuo, ibid, pp.30-35.

17 )三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社の定義によると､中間所得

層は①定職につき､安定的な収入がある｡ ②生活必需品だけではなく､消費
に対してこだわりを持ち､噂好品を購買できる｡ ③低所得層に比べ､消費活

動に特徴ある｡ ④世帯月収で4千元から1万6千元までの世帯を指す｡
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第5章　アンケート調査

一北京市における消費者の小売業態に対する評価-

本調査の目的は､中国市場において,消費者は小売業態をどのように利

用し､いかなる評価を行い､利用する小売業態にどのように満足している

かを明らかにすることである｡

5. 1　アンケート調査の概要

5. 1. 1 　 ア ン ケ ー ト の 構 成

アンケートでは､中国市場において流通を取り巻く環境が大きく変化して

いることを背景に,所得階層別に各小売業態の利用状況の現状を把握しよう

とした｡消費者を低所得層､中間所得層､高所得層という三段階に分け､各

消費層が｢過去3カ月で もよく利用する小売業態｣の満足度や､またその

利用する要因とは何かについて明らかにすることが狙いである｡

本アンケートは,大きく3つの部分で構成されている｡

(1)回答者の個人属性について:

性別､年齢､家族構成､所得などo

(2)過去3カ月で もよく利用する小売業態について:

業態の種類､満足度､利用頻度､企業資本1など｡

(3) (2)で選択した業態に対する小売ミックスに関わる項目の評価に

ついて:

店舗､買物環境､取扱商品など｡
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なお,小売ミックスに関する質問は､単一項目評価尺度として｢大変悪い｣

から｢大変良い｣の7段階のリッカート尺度を使用した｡

ま た､ 本 ア ン ケ ー ト は2012 年9 月1 日 か ら7 日 ま で､ 北 京 市 の3 カ 所 の

商業集積地においてアンケート500部を配布し､ 389部が回収できた｡回収

率が　77.8%であったが､その中で､欠損値があったケースを取り除き､有

効回答数294部(75.6%)が分析対象となった｡

5. 1. 2 　 研 究 対 象 地 域 の 選 定

中国の国内市場はスケールが大きいだけではなく､多様化･複雑化してい

る｡中国においては, 4つの直轄市が存在し､北京,天津､上海､重慶であ

る｡その中で､ も注目されるのは北京である｡北京は中央官庁が集中して

いる他､中国の 高権力機関である全国人民代表大会の所在地であり､ ｢官

僚志向｣の北京と呼ばれている｡2011年の北京市の市内総生産は約1兆6252

億 元 で あ り､ 上 海(1 兆9195 億) に 次 い で 中 国 本 土 第2 位 で あ る2｡ 2011 年

のフォーチュン･グローバル500においては､東京に次ぎ世界で2番目に大

企業の本社が集積している都市との評価を受けている3｡北京は中国ビジネ

スの統括拠点そして発展を目指すものと見られており､産業構造では第三次

産業への依存度が非常に高い｡第三次産業は2012年のGDPの76.1%を占め

ており､上海の58%より遥かに高い水準である｡ 2012年の社会消費財小売

総額は6229億元で中国本土で1位を維持している4｡

北京は中国の他の地域より内陸市場に対して影響力が大きく､外資系小売

企業だけでなく､国内小売企業でも北京市場を通さずに中国全土での広がり

は見込めないといわれている5｡都市計画に従い､天安門を中心に年々都市
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圏を拡大し､商業集積地が多く存在しており､今後また増える見込みである｡

また､北京で暮らしている消費者は原住民だけでなく,仕事関係で他の都

市から移住してきた消費者が多数存在しており､収入もばらつきがあり､消

費のライフスタイルを考察しやすい｡

以上の理由により､北京市は中国市場における小売業態の利用状況や評価

を把握するのに適すると考える｡

5. 2　回答者の個人属性

北京において､ 2012　年の国家統計局によると､全体的な小売企業は147

社があり､ 6950店舗を展開しており､小売市場規模が約2352億元である0

調査地域としては､西丹商業街､王府井商業街､大柵欄商業街という北京

で もにぎやかな商業集積地である｡

本アンケートの回答者の個人属性からみると､ 294人のうち､男性は142

人 で､ 女 性 は152 人 で あ る｡ 年 齢 層 と し て は､ 20 代 以 下 は22 人､ 20 代-30

代 は233 人､ 40 代-50 代 は34 人､ 60 代 以 上 は5 人 で あ り､ 若 い 世 代 の 回

答率が も多く､ 79%以上を占めており､北京においては､ 20代と30代が

主要な消費層であろう｡また,所得水準からみると､年間5万元以下の低所

得層は107人､年間5-20万元の中間所得層は153人､ 20万元以上の高所

得層は　34　人で､中間所得層は主要な消費層であると考えられる(図表5-

1 を 参 照)a
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図表5-1　各所得層による回答者の個人属性

属性 仞iZ｢低所得層 107(36%) hｭH;rS2ゴ"紵¥｢高所得層 34(ll.6%) 俘xﾇbĀĀĀĀĀĀĀĀ

性 別 ｩｲ47(16%) 都bR 纖¥｢19(6.5 別 C" イ やĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

女 性 田 紕R77(26.2%) R コR152(51.7%) ĀĀĀĀĀĀĀ

年 齢 曝ｹ212(4.1%) 唐 縒R2(0.7%) " ビ 絣RĀĀĀĀĀĀĀ

20. 代 鉄 ｃ 偵rRlot(34.4%) B モR183(62.2%) ĀĀĀĀĀ

30 代 R コR3 日10.5%) 釘 紵¥｢50(17.0%) ĀĀĀĀĀ

40 代 " ィR8(2.7%) R23(7.8 別 ĀĀĀĀĀĀĀ

5 0 代  途 紕 R 3 ( I . 0 % )  白 R l l ( 3 . 7 % )  Ā Ā Ā Ā Ā

6.0 代 以 上 R2(0.7%) R5 日.7%) ĀĀĀĀĀĀĀ

結 婚 有 無 冕(ﾚR64(21.8 別 塔 茶3R20(6.8%) s2 ゴ ゅ ３ĀĀĀĀĀĀ

既 婚 鼎2B 綯R64(21.8%) B ィ 繧R12 日41.2%) ĀĀĀĀ

家 族 構 成 ﾂll(3.7%) 唐 縒RI(0.3%) ッ 繪¥｢ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2 人 紕R12(4.1%) 途 紕R29(9.9 別 ĀĀĀĀĀĀ

3-4 人 田"¥｢114(38.8%) " ビ 綺¥｢198(67.3%) ĀĀĀĀĀĀ

5 人 以 上 B モ 粤(19(6.5%) 釘 紕R47(16.0%) ĀĀĀĀĀ

終 学 歴 i"20(6.8%) 澱R0(0%) b モ 繧RĀĀĀĀĀĀĀĀ

高 卒 茶 偵 坦20(6.8%) ¥｢52(17.7%) ĀĀĀĀĀĀĀĀ

短 大 卒 B モR37Hz.6%) 途 紕R68(23.l%) ĀĀĀĀĀ

大 卒 r ヲ¥｢73(24.8%) 姪 ｃbR118(40.1%) ĀĀĀĀĀ

大 学 院 以 上 途 紕R17(5.8 働 澱30(10.2%) ĀĀĀĀĀĀ

職 種 佰ik 蹴3(I.0%) ?｣2 繆1(0.3 射 R コ¥｢ĀĀĀĀĀĀĀĀ

会 社 員 鼎2 綯R78(26.5%) 免ﾂ 縒R129(43.9%) ĀĀĀĀĀ

専 業 主 婦 亦R4 日.4%) R8(2.7%) ĀĀĀĀĀĀĀ

自 営 業 釘 紵¥｢13(4.4%) ¥｢20(6.8%) ĀĀĀĀĀĀ

定 年 ′ 就 括 中 湯R2(0.7%) 縒R13(4.4%) ĀĀĀĀĀĀ

学 生 " ィR15(5.1%) 牝2 紕R37(12.6 働 ĀĀĀĀĀ
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専 門 職 免ﾂ 縒R19(6.5%) R33(ll.2%) ĀĀĀĀĀĀ

営 業 な ど 迭 繆4 日.4%) ｣10(3.4%) ĀĀĀĀĀĀĀĀ

工 場 作 業 員 滅｢ ィ 貭R3(i.0%) R15(5.1 別 ĀĀĀĀ

そ の 他 牝 紮4(l.4%) R14(4.8%) ĀĀĀĀĀĀĀ

利 用 業 態 杯ﾕ233(ll.2%) 都RR 綺¥｢18(6.1%) #b イ" 纈RĀĀĀĀĀ

DP 釘 紕R16(5.4%) R23(7.8%) ĀĀĀĀĀĀ

SM 鉄R ゅrR44(15.0%) 湯R108(36.7%) ĀĀĀĀĀ

S S  ¥ ｢ 7 ( 2 . 4 % )  縒 R 1 2 ( 4 . 1 % )  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

CVS " ィRlO(3.4%) 縒R24(8.2%) ĀĀĀĀĀĀ

W に C  R I ( 0 . 3 % )  R I ( 0 . 3 % )  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

5. 3　各消費層による業態への評価

本節で表記する統計値はSPSS17.0を使用して算出された結果である｡

｢過去3カ月で もよく利用する小売業態｣の総合的な満足度について､

各消費層に位置する消費者が業態に対してどのように評価するか､また小売

業態に何を求めているかを分析するため,小売ミックス21項目6を取上げ､

7段階尺度で測定した｡そして小売ミックス21項目の背後にある要因を探

り､合成尺度を作成するため､主因子法､バリマックス回転による探索節因

子分析を実施した｡さらに､抽出された各因子による顧客満足への説明の程

度を分析するために,各因子スコアを説明変数､顧客満足の評価尺度得点を

被説明変数とする重回帰分析を実施した｡
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清 掃  偵 3 R . 3 7 ー  Ā Ā Ā

雰 囲 気  偵 3 . 3 1 2  Ā Ā Ā

明 る さ  偵 # . 3 9 6  Ā Ā Ā

レ イ ア ウ ト  偵 3 3 B . 4 5 3  Ā Ā

店 員 対 応  偵 3 C r . 3 9 8  Ā Ā

因 子 名 称 傅IVｹwh 獣 購 買 便 利 性 要 因 僣H｢Hｸ7(5 駅h 獣ĀĀĀĀĀĀĀ

固 有 値  免 ﾂ 經 1 . 3 8 3  C Ā Ā Ā Ā Ā

寄 与 率  鉄 2 貭 R 4 . 8 %  祿 Ā Ā Ā Ā

累 積 寄 与 率  鉄 2 R 5 7 . 9 %  田 R Ā Ā Ā Ā Ā

荏:①因子抽出法:主因子法

②回転法: Kaiserの正規化を伴うバリマックス法

また､この3つの因子は､顧客の総合的な満足度に与える影響を分析する

ために､ 3つの因子スコアを説明変数､顧客満足を被説明変数とする線形重

回帰分析(強制導入法)を行った｡

図表5-3　顧客満足に対する小売ミックスの重回帰分析(全体)

(1)モデル要約

モ デ ル 處rR2 乗 ) 鞋ﾕ#(b 標 準 偏 差 推 定 値 の 誤 差 ĀĀĀĀĀĀ

1  偵 c b . 3 6 7  偵 3 c . 7 4 2  Ā Ā Ā Ā

(2)分散分析

モデル 兌ﾙ_ｹ瓜ｨ藝ﾉZ｢自由度 兌ﾘｼ[ﾙ_ｲF値 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

回 帰  涛 " 縱 c 3  纉 # 2 5 6 . 0 9 7  偵 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

残 差( 分 散 分 析) S 偵 ツ290 偵SR ĀĀĀĀĀĀ

合計 (ピボットテーブル) S"緜#293  ĀĀĀĀ
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(3) 係 数

標 準 偏 回 帰 係 数 儷xﾎｸﾛrt 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀ

切 片  釘 經 S B . 0 4 3  R . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

因 子 1  偵 # s R ｢ ｢ . 0 4 8  迭 縱 s . 0 0 0  Ā Ā Ā

因 子 2  偵 # ｢ ｢ . 0 5 0  迭 經 s . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā

因 子 3  偵 C # 訷 鍈 . 0 4 9  唐 經 . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā

注:**- 　p く0.01､ 辛- 　p く0.05

分散分析の結果を見ると1%水準で有意であるので,あてはまりのよいモ

デ ル と い え る( 図 表5-3 を 参 照)｡

次に顧客満足に対する3つの因子スコアとの重回帰分析の結果､ 3つの係

数すべて1%水準で有意である｡偏回帰係数の大きさで比較すると､因子3

の売場･サービス要因の影響度が も高く(0.420)､次いで因子2の購買便

利 要 因(0.281)､ 因 子1 の 商 品 属 性 要 因(0.275) と 続 い て い る( 図 表5-

3を参照)0

次に､各所得層(低･中間･高)別､業態別による各因子の顧客満足度へ

の影響について分析する｡

5. 3. 2 　 低 所 得 層

前章で紹介したように､低所得層の消費者は年間約5万元以下と見なし､

も利用する業態はスーパーマーケット(51.4%)であり､全業態利用率の

半分以上を示している(図表5-4を参照)｡次に多く利用する業態は総合ス

ーパー(30.8%)である｡また百貨店業態の利用率は　3.7%で､低消費層に

おいてまだ低い状態である｡低所得層においては､低価格販売戦略を取って
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いるスーパーマーケットと総合スーパーは主要業態であり､市場シェアが大

きいと考えられる｡

図表5-4　低所得層の利用業態

度 数 ｸ5ｨ986rĀĀĀĀ

総 合 ス ー パ ー  2 3 0 . 8  Ā Ā

百 貨 店  釘 3 . 7  Ā

ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト  鉄 R 5 1 . 4  Ā

専 門 店  2 . 8  Ā Ā

コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア  " l l . 2 ■  Ā Ā

合 計  r 1 0 0 . 0  Ā Ā Ā

また､利用する企業から見てみると､国有小売企業と地元企業に集中して

おり(図表5-5を参照)､中国本土の企業が低所得層のニーズに適合してい

るであろう｡

図表5-5　低所得層の利用企業

度 数 ｸ5ｨ986rĀĀĀĀ

国 有 小 売 企 業  2 3 . 0 . 8  Ā Ā

外 資 系 小 売 企 業  " 2 0 . 6  Ā Ā

地 元 企 業  " 2 9 . 9  Ā Ā

よ く 知 ら な い  1 8 . 7  Ā Ā Ā

合 計  r 1 0 0 . 0  Ā Ā Ā

上記した全体の因子分析の3つの因子をベースに､これらの要因は低所得

層が業態を利用する際に評価の軸となっている(図表5-2を参照)｡

3つの因子は､低所得層の消費者の総合的な満足度にどのように影響して

いるのか､この点を検証するために, 3つの因子スコアを説明変数,顧客満
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足を被説明変数とする線形重回帰分析(強制導入法)を行った｡

図表5-6　顧客満足に対する小売ミックスの重回帰分析(低所得層)

(1)モデル要約

モ デ ル 處rR2 乗 ) 鞋ﾕ#(b 標 準 偏 差 推 定 値 の 誤 差 ĀĀĀĀĀĀ

1  偵 S b . 2 6 7  偵 # C R . 7 7 6  Ā Ā Ā

(2) 分 散 分 析

モデル 兌ﾙ_ｹ瓜ｨ藝ﾉZ｢自由度 兌ﾘｼ[ﾙ_ｲF値 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

回 帰  " 經 C 2 3  途 經 B 1 2 . 4 8 0  偵 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

残 差( 分 散 分 析) 田"103 偵c" ĀĀĀĀĀĀ

合 計 ( ピ ボ ッ ト テ ー ブ ル) 塔B 經c106  ĀĀĀĀ

(3) 係 数

標 準 偏 回 帰 係 数 儷xﾎｸﾛrt 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀ

切 片  釘 經 c " . 0 7 7  鉄 偵 # c R . 0 0 0  Ā Ā

因 子 1  偵 3 3 ｢ ｢ . 0 9 3  經 c . 0 0 1  Ā Ā Ā Ā

因 子 2  偵 # S 2 ｢ ｢ . 0 8 9  繝 C B . 0 0 5  Ā Ā Ā

因 子 3  偵 C s ﾔ ｸ 薰 . 0 9 4  迭 b . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā Ā

注: **- 　p く0.01､ 辛- 　p 〈0.05

分散分析の結果を見ると1%水準で有意であるので､あてはまりのよいモ

デルといえる(図表5-6を参照)｡

低所得層における顧客満足に対する3つの因子スコアとの重回帰分析の

結果､ 3つの係数すべて1%水準で有意である｡偏回帰係数の大きさで比較

すると､因子3の売場･サービス要因の影響度が も高く(0.470)､次いで

因 子1 の 商 品 属 性 要 因(0.331)､ 因 子2 の 購 買 便 利 要 因(0.253) と 続 い て
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いる｡全体の顧客満足に対する小売ミックスの重回帰分析と比較すると､因

子係数の大きい順は同様であるが､低所得層の因子3と因子2の係数は全体

の顧客満足の因子3と因子2より大きい(図表5-6を参照)0

5. 3. 3 　 中 間 所 得 層

前文で紹介したように､近年,中国の消費社会においては､中間消費層が

急増しており､徐々に中国の主要消費群になりつつある｡

本アンケートの主要回答者は年間5-20万元の中間所得層である｡主要な

利用業態は低所得層のスーパーマーケット(28.8%)と対照的に､総合スー

パーの利用率(49%)が圧倒的に多いことが分かる(図表5-7を参照)｡ま

た､ 3つ消費層において､ も百貨店業態(10.5%)を利用するのは中間所

得層である｡

図表5-7　中間所得層の利用業態

度 数 ｸ5ｨ986rĀĀĀĀ

総 合 ス ー パ ー  都 R 4 9 . 0  Ā

百 貨 店  b 1 0 . 5  Ā Ā

ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト  鼎 B 2 8 . 8  Ā

専 門 店  途 4 . 6  Ā

コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア  6 . 5  Ā Ā Ā

メ ン バ ー ズ ス ト ア  . 7  Ā Ā

合 計  S 2 1 0 0 . 0  Ā Ā

低所得層と異なり､中間所得層がよく利用する企業は外資系小売企業であ

る(図表5-8)｡外資系小売企業が中国市場に進出して以来､主に中間所得
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層と高所得層をターゲットにしてきた｡この主旨は本アンケートの結果と一

致しているが､今後内陸部の経済成長につれ､低所得層の上層部までターゲ

ット層が拡大していくと考えられる｡

図表5-8　中間所得層の利用企業

度 数 ｸ5ｨ986rĀĀĀĀ

国 有 小 売 企 業  2 5 . 5  Ā Ā

外 資 系 小 売 企 業  田 " 4 0 . 5  Ā

地 元 企 業  " 1 4 . 4  Ā Ā

よ く 知 ら な い  1 9 . 6  Ā Ā Ā

合 計  S 2 1 0 0 . 0  Ā Ā

3つの因子は､中間所得層の消費者の総合的な満足度にどのように影響し

ているのか､この点を検証するために､ 3つの因子スコアを説明変数､顧客

満足を被説明変数とする線形重回帰分析(強制導入法)を行った｡

図表5-9　顧客満足に対する小売ミックスの重回帰分析(中間所得層)

(1)モデル要約

モ デ ル 處rR2 乗 ) 鞋ﾕ#(b 標 準 偏 差 推 定 値 の 誤 差 ĀĀĀĀĀĀ

1  偵 c s r . 4 5 9  偵 C C . 7 0 5  Ā Ā

(2)分散分析

モデル 兌ﾙ_ｹ瓜ｨ藝ﾉZ｢自由度 兌ﾘｼ[ﾙ_ｲF値 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

回 帰  田 " 緜 S " 3  繝 ィ 4 2 . 0 5 7  偵 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

残 差( 分 散 分 析) 都2 纉 モ149 偵C 途 ĀĀĀ

合計 (ピボットテーブル) 3b緜C152  ĀĀĀĀĀ
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(3) 係 数

標 準 偏 回 帰 係 数 儷xﾎｸﾛrt 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀ

切 片  釘 緜 2 . 0 5 7  塔 紊 c . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā Ā

因 子 1  偵 # 迭 ｢ ｢ . 0 6 1  釘 繝 C . 0 0 0  Ā Ā

因 子 2  偵 # S 2 ｢ ｢ . 0 6 8  縱 2 . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā

因 子 3  偵 C ｢ ｢ . 0 6 1  澱 緜 コ . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā

荏: **- 　p く0.01､ 辛- 　p く0.05

分散分析の結果を見ると1%水準で有意であるので､あてはまりのよいモ

デ ル と い え る( 図 表5-9 を 参 照)0

中間所得層における顧客満足に対する3つの因子スコアとの重回帰分析

の結果､ 3つの係数すべて1%水準で有意である｡偏回帰係数の大きさで比

較すると､因子3の売場･サービス要因の影響度が も高く(0.410)､次い

で 因 子1 の 商 品 属 性 要 因(0.295), 因 子2 の 購 買 便 利 要 因(0.253) と 続 い

ている｡影響度からみると､中間所得層は低所得層と同じ傾向が見られてお

り､とりわけ､因子3のような売場･サービスに も満足を得られているこ

と が 分 か る( 図 表5-9 を 参 照)0

5. 3. 4 　 高 所 得 層

年間20万元以上の所得を有するのは高所得層といわれている｡全体の比

率は低いが,中間所得層と同じく近年増える傾向にある｡

高所得層は中間所得層に類似した部分があり､よく利用する業態は総合ス

ーパー(52.9%)で､高所得層のほうが中間所得層より外資系小売企業に関

心 を 持 っ て い る( 図 表5-10､ 5-11 を 参 照)0
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図表5-10　高所得層の利用業態

度 数 ｸ5ｨ986rĀĀĀĀ

総 合 ス ー パ ー  5 2 . 9  Ā Ā

百 貨 店  8 . 8  Ā Ā

食 品 ス ー パ ー  湯 2 6 . 5  Ā

専 門 店  5 . 9  Ā Ā

コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア  5 . 9  Ā Ā

合 計  B 1 0 0 . 0  Ā Ā

図表5-1 1　高所得層の利用企業

度 数 ｸ5ｨ986rĀĀĀĀ

国 有 小 売 企 業  唐 2 3 . 5 .  Ā

外 資 系 小 売 企 業  R 4 4 . 1  Ā Ā

地 元 企 業  迭 1 4 . 7  Ā

よ く 知 ら な い  澱 1 7 . 6  Ā

合 計  B 1 0 0 . 0  Ā Ā

3つの因子は､高所得層の消費者の総合的な満足度にどのように影響して

いるのか,この点を検証するために､ 3つの因子スコアを説明変数､顧客満

足を被説明変数とする線形重回帰分析(強制導入法)を行った｡

図表5-12　顧客満足に対する小売ミックスの重回帰分析(高所得層)

(1)モデル要約

モ デ ル R2 乗 ) 鞋ﾕ#(b 標 準 偏 差 推 定 値 の 誤 差 ĀĀĀĀĀĀĀ

1  偵 S 迭 . 3 5 5  偵 # . 7 7 9  Ā Ā Ā

(2) 分 散 分 析

モデル 兌ﾙ_ｹ瓜ｨ藝ﾉZ｢自由度 兌ﾘｼ[ﾙ_ｲF値 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

回 帰  3  3 r 5 . 4 9 2  偵 B ̃ B Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
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残 差( 分 散 分 析). ゅ##R30 偵c ĀĀĀĀĀ

合 計 ( ピ ボ ッ ト テ ー ブ ル) ゅ#3R33  ĀĀĀĀ

(3) 係 数

標 準 偏 回 帰 係 数 儷xﾎｸﾛrt 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀ

切 片  釘 # " . 1 3 7  紊 . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

因 子 1  偵 3 B . 1 4 6  偵 # 3 b . 8 1 5  Ā Ā Ā

因 子 2  偵 S S H 薰 . 1 5 6  經 S B . 0 0 1  Ā Ā Ā Ā

因 子 3  偵 C # い . 1 9 9  S B . 0 3 9  Ā Ā Ā Ā

荏: **- 　p 〈0.01､ 辛- 　p く0.05

分散分析の結果を見ると1%水準で有意であるので､あてはまりのよいモ

デ ル と い え る( 図 表5-12 を 参 照)｡

高所得層における重回帰分析では､顧客満足に対する3つの因子スコアと

の重回帰分析の結果､因子2の係数は1%水準で､因子3の係数は5%水準

で有意であるが､因子1の係数は有意ではない｡偏回帰係数の大きさで比較

すると､因子2の購買便利要因の影響度が も高く(0.554)､次いで因子3

の 売 場･ サ ー ビ ス 要 因(0.428) と 続 い て い る( 図 表5-12 を 参 照)0

以上のように､高所得層は低所得層と中間所得層との違う動きを示してお

り､とりわけ因子1のような商品属性要因は満足度に影響を与えないことが

確認できた｡

5. 4　主要業態への評価

本アンケートでは,中国各小売業態の売上高ランキングによって､スーパ
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図表5-14　顧客満足に対する小売ミックスの重回帰分析(総合スーパー)

(1)モデル要約

モ デ ル R2 乗 ) 鞋ﾕ#(b 標 準 偏 差 推 定 値 の 誤 差 ĀĀĀĀĀĀĀ

1  偵 c . 3 6 0  偵 3 C B . 8 6 4  Ā Ā Ā Ā

(2)分散分析

モデル 兌ﾙ_ｹ瓜ｨ藝ﾉZ｢自由度 兌ﾘｼ[ﾙ_ｲF値 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

回 帰  鉄 r 3  r c 2 2 . 8 4 6  偵

残 差( 分 散 分 析) 涛S122 偵sCr ĀĀĀĀĀĀ

合計 (ピボットテーブル) C"R縒125  ĀĀĀĀĀ

(3) 係 数

標 準 偏 回 帰 係 数 儷xﾎｸﾛrt 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀ

切 片  釘 緜 r . 0 7 9  鉄 ゅ C # . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā

因 子 1  偵 # s R ｢ ｢ . 0 9 0  C 2 . 0 0 3  Ā Ā Ā Ā

因 子 2  偵 3 s 2 ｢ ｢ . 0 9 7  繝 # . 0 0 0  Ā Ā Ā

因 子 3  偵 3 C R ｢ ｢ . 0 ■ 8 7  纉 c 2 . 0 0 0  Ā Ā Ā

注: **- 　p く0.01､ 辛- 　p く0.05

分散分析の結果を見ると1%水準で有意であるので､あてはまりのよいモ

デ ル と い え る( 図 表5-14 を 参 照)0

総合スーパーを利用する際､顧客満足に対する3つの因子スコアとの墓回

帰分析の結果､ 3つの係数すべて1%水準で有意であった｡偏回帰係数の大

きさで比較すると､因子2購買便利要因の影響度が も高く(0.373)､次い

で 因 子3 の 売 場･ サ ー ビ ス 要 因(0.354)､ 因 子1 の 商 品 属 性 要 因(0.275)

と 続 い て い る( 図 表5-14 を 参 照)0
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5. 4. 2 　 ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト へ の 評 価

スーパーマーケットを利用する際､ 3つの因子は総合的な満足度にどのよ

うに影響しているのか､この点を検証するために, 3つの因子スコアを説明

変数､顧客満足を被説明変数とする線形重回帰分析(強制導入法)を行った｡

図表5-15　顧客満足に対する小売ミックスの重回帰分析

(スーパーマーケット)

(1)モデル要約

､ )
モ デ ル R2 乗 ) 鞋ﾕ#(b 標 準 偏 差 推 定 値 の 誤 差 ĀĀĀĀĀĀĀ

1  偵 c b . 3 6 7  偵 3 C . 5 9 6  Ā Ā Ā

(2)分散分析

モデル 兌ﾙ_ｹ瓜ｨ藝ﾉZ｢停自由度 兌ﾘｼ[ﾙ_ｲF値 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

回 帰  紊 C 3  途 S 2 0 . 1 1 9  偵 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

残 差( 分 散 分 析) b 纉S104 偵3SR ĀĀĀĀ

合 計 ( ピ ボ ッ ト テ ー ブ ル) 鉄 ゅCr107  ĀĀĀĀ

(3) 係 数

標 準 偏 回 帰 係 数 儷xﾎｸﾛrt 冲ﾈｦﾙzbĀĀĀĀ

切 片  釘 經 # 4 . 5 2 8  都 b 3 r . 0 0 0  Ā Ā Ā

因 子 1  偵 S . 1 5 0  纉 コ . 0 5 0  Ā Ā Ā Ā Ā

因 子 2  偵 # # 2 ｢ ｢ . 2 2 3  3 B . 0 0 2  Ā Ā Ā Ā

因 子 3  偵 S # 8 ﾔ ｸ 薰 . 5 2 3  途 . 0 0 0  Ā Ā Ā Ā

注: **- 　p く0.01､ 辛- 　p く0.05

分散分析の結果を見ると1%水準で有意であるので､あてはまりのよいモデ
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､ )

ル と い え る( 図 表5-15 を 参 照)｡

スーパーマーケットを利用する際,顧客満足に対する3つの因子スコアと

の重回帰分析の結果,因子2と因子3の係数が1%水準で有意であるが､因

子1の係数は有意ではない｡偏回帰係数の大きさで比較すると､因子3の売

場･サービス要因の影響度が も高く(0.523)､次いで因子2の購買便利要

因(0.223) と 続 い て い る( 図 表5-15 を 参 照)0

すなわち､消費者が総合スーパーを利用する際に､ も満足しているのは

因子2の購買便利要因であるが､一方､スーパーマーケットの場合は因子3

の売場･サービス要因であることが理解できた｡

5. 5 　 ま と め

本章においては､北京市場における消費者が｢過去3カ月で もよく利用

する小売業態｣の総合的な満足度について､各消費層に位置する消費者が小

売業態に対して､いかに評価するのかを明確するために､小売ミックス　21

項目を取上げ, 7段階尺度で測定した｡また､小売ミックス21項目の背後

にある要因を探り､合成尺度を作成するため､主因子法､バリマックス回転

による探索的因子分析を実施した｡さらに､抽出された各因子による顧客満

足への説明の程度を分析するために､各因子スコアを説明変数､顧客満足の

評価尺度得点を被説明変数とする重回帰分析を実施した｡

その因子結果として､固有値1以上の因子は3つ抽出され､因子1の商品

属性要因､因子2の購買便利要因､因子3の売場･サービス要因と名づけら

れた｡

また抽出された因子スコアをベースに､消費者を3つの階層に分け､各消
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費層の特徴を整理してみると､低所得層において も利用される小売業態は

スーパーマーケットで､国有小売企業を主に選択する｡小売業態を利用する

際には､ 3つの因子のなかで､明るさ､清掃､雰囲気､レイアウトのような

因子3の売場･サービス要因と､こだわり商品､商品品質､特売商品のよう

な因子1の商品属性要因が顧客満足に影響している｡

中間所得層においては､総合スーパーがよく利用され､外資系小売企業の

方が人気がある｡評価軸の3つの因子のうち､低所得層と同じく因子3の売

場･サービス要因が顧客満足に大きな影響を与えている｡すなわち､店舗の

環境やサービスなどの影響力が強いといえよう｡

高所得層においては､中間所得層と同様に,総合スーパーと外資系小売企

業を中心に利用している｡しかし､低所得層､中間所得層と異なり,因子2

の営業時間､ワンストップショッピング､立地､クレジットカードなどのよ

うな購買便利性要因が顧客満足に も影響を与えているが､こだわり商品､

商品品質､特売商品のような因子1の商品属性要因は小売業態を利用する際

に､満足度への影響がほとんどないことが分かるo

小売業態を利用する際に､すべての消費層において､因子2の購買便利性

要因と因子3の売場･サービス要因は顧客満足に正の影響を及ぼしているこ

とが明らかになった｡

さらに､業態ごとに見てみると､主に使われている業態は総合スーパーと

スーパーマーケットである｡総合スーパーを利用する際には､営業時間､ワ

ンストップショッピング､立地､クレジットカードなどのような因子2の購

買便利性要因が顧客満足に対して主たる影響を与える一方､スーパーマーケ

ットを利用する際には清掃､明るさ､雰囲気のような因子3の売場･サービ

ス要因が顧客満足に対して主たる影響を与えることが理解できた｡
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第4章で述べたように､中間所得層が現在主要な消費者群になっている｡

その家族構成から見ると､ ｢一人っ子政策｣の影響を受け､世帯規模が縮小

し､ 3-4人家族のような｢核家庭化｣が進行しており､その家庭の中の｢80

后｣と｢90后｣が中間所得層の主力になっていることを強調した｡本分析

の回答者の個人属性を振り返ってみると､中間所得層の回答率は半数以上を

占め,その中で20代と30代の消費者がメインであり､ 3-4人の｢核家庭｣

が中心であった｡

本分析は主に北京の繁華街において実施したアンケートであり､限られた

地域と人数の回答であった｡中国消費市場の全体像を説明するとは言い難い

が､このような一部の調査でも､北京の消費市場の縮図として意味があると

考えられる｡

またこの分析の結果をベースに､終章において業態展開するための助言を

試みる｡

1 )本アンケートの中では,小売企業の資本関係としては､国有小売企業,外

資系小売企業,また地元小売企業(民営企業を指す)という三つに分けるこ
ととする｡

2 )中国国家統計局『中国続計年鑑2012』｡

3 ) Fortune Global 500 サ イ ト(2012 年)0

http://money. can. com/magazines/fortune/globa1500/2012/fullJist/a
4 )中国国家統計局『中国統計年鑑2012』｡

5 )徐向東(2011/ll/14) ｢チャイナパワーと共に描くニッポン成長路線｣日経

BP. ⅣET記事0

6 )本調査において, 25項目の中で,抽出された因子に影響の低い項目(送迎

バス､ PB商品､駐車場､レジ)を取り除き,その結果､ 21項目を中心に分析

を行った｡
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第6章　中国市場に参入する小売企業の展開と現状

中国政府はすでに論じたように2001年にWTOに加盟し､ 20･04年には小売

市場の全面開放を実施するに至り､外資系小売企業の参入を促進していった｡

本章では､ 2004年の全面開放の前段階と開放後の段階における外資系小売

企業の参入方式､拡張方式,業態の実態を明らかにしたうえで､国内小売企

業がどのような影響を受け､競争力を高めるためにどのような対応をとって

きたのかについて分析を行う｡また､中国における各業態別の展開状況を考

察し､その特徴を明らかにする｡

6. 1　外資系小売企業の中国展開

1978年に経済改革･開放政策を実施し,特にWTOに加盟して以降､中国

は も成長力に富んだ巨大新興市場として､世界中から注目を集めており､

参入規制の緩和や巨大市場の潜在力などの魅力を擁している｡この節では､

外資系小売企業の参入動向と特徴を考察してみる｡

6. 1. 1 　 参 入 の 現 状

中国の小売市場規模は一貫して拡大傾向にあり､ WTO加盟以降､社会消

費品小売総額の成長率が上昇している｡現在､中国市場には,世界的規模で

活動する大手の小売企業の多くがすでに進出しており､中国の流通近代化を

推進している｡

ウ ォ ル マ ー ト､ カ ル フ ー ル, オ ー シ ャ ン､ ロ ー タ ス, メ ト ロ､ 7-11､ イ オ
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ン､ B&qなどの外資系小売企業は中国における出店を競っている｡日本か

ら も､ 1992 年 の ヤ オ ハ ン に 始 ま り､ 百 貨 店､ 総 合 ス ー パ ー､ シ ョ ッ ピ ン グ

センター､コンビニエンスストア等が相次いで進出している(図表6-1を

参照)0

図表6-1　主要な外資系小売企業の中国進出リスト

企 業 名 称 冏ｸ 進 出 年 度 企 業 名 称 冏ｸ 進 出 年 度 ĀĀĀĀĀ

1 儷8 香 港 塔B36 兌ﾙ; 日 本 涛BĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2 x5ﾈ92 香 港 塔37 854 ス ウ ェ ー 一 一 止､ T/ 涛ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

3 亢ﾙtiXﾆ2 香 港 涛38. 簸(uB ド イ ツ 涛ĀĀĀĀĀĀĀĀ

4 引iﾈ 彙 香 港 涛39 凅ｹU8 旆 台 湾 涛 芓ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

5 ｢ 香 港 涛 40 e イ ギ リ ス 涛

6 H4 2 日 本 涛" 41 ﾈ ｸ984 ﾒ 7H4 ｸ6 香 港 

7 途ﾔVﾆWfV 日 本 涛"42 2ﾘ7ﾘｸ6r 韓 国 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

8 佝)k)U8 旆 香 港 涛"43 舒ﾈ 贓ﾒ 台 湾 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

9 ﾙ+ｹthｶ" シ ン ガ ポ ー ル 涛"44 簸ｸ5(987(6｢5x4 香 港 "ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

10 H486X6(47h8R 日 本 涛"45 h6ｨ4ﾒ 日 本 "ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

ll ｸ4ﾈ92 マ レ ー シ ア ﾃ46 認 椶 フ ラ ン ス 2̃2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

12 i8ﾈ 香 港 涛247 H47ｨｲ7ﾘｸ6r 台 湾 BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

13 饉ﾙvﾙU8 旆 台 湾 涛248 犯W&ﾖW&ﾆ 問 フ ラ ン ス BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

14 ﾉ_ｸ ⅸﾆ2 香 港 涛249 ﾗ 柳 フ ラ ン ス BBĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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15 日 本 涛250 亶hﾏYU8 旆 香 港 BBĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

16 i(､YU8 旆 香 港 涛251 |ﾙｧ 台 湾 BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

17 們OﾉU8 旆 香 港 涛B52 898588 ア メ リ カ 絣ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

18 兌ﾙ; 日 本 涛B53 冖8|yV 日 本 RĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

19 i,9X 魔 日 本 冽 迭54 Rｨｸ86h7ﾂ ア メ リ カ bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

20 ｨ8ｸ7Hｸ8ｲ フ ラ ン ス 涛R55 幡F オ ー ス ト ラ リ ア bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

21 84 2 日 本 涛R 56 x6 2 ア メ リ カ b

22 X4ｸ7ﾘｸ6r ア メ リ カ 涛b57 ｨｸ5 日 本 bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

23 6x8ﾒ ド イ ツ 涛b5.8 弗$ ス ペ イ ン bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

24 ﾘ4ﾒ オ ラ ン ダ 冽 澱59 hﾏY5i& 台 湾 bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

25 ﾘｸ5ﾈ92 日 本 涛b60 乂 儼8 旆 イ ン ド ネ シ ア rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

26 86xｸ8ｸ4｢¥r 日 本 涛b61 狽dﾒ ス ウ ェ ー 一 一 一 や､ T/ 縒ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

27 8ｨ5iU8 旆4H5x4ｲ5 鋳 香 港 涛b62 ﾘ6(6R7ﾘｸ6r 韓 国 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

28 h8 85 5 ﾘ ｸ6r アメリカ 涛r 63 ﾘ ｸ4 Ｃ 5 85H ｲ イギリス 

29 x8r7ﾘｸ6r 台 湾 涛r64 H7ﾘ5Hｴ 日 本 やĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

30 ﾘｸ5 タ イ 涛r65 ﾈ48986r 日 本 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

31 7ｨ ｸ8ｸ6 オ ラ ン ダ 涛r 6.6 杯 ア メ リ カ 

32 X5 " イ ギ リ ス 涛r 67 (4 日 本 ﾂ

33 ｸ5h8892 フ ラ ン ス 涛r 68 85 B 日 本 

34 h6ｨ5 台 湾 涛r69 h6｢ﾒ 日 本 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

35 X Jﾒ 台 湾 涛
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出所:李飛(2009) 『中国小売業対外開放研究』経済科学出版社PP.64-66､

『中国チェーンストア経営協会年鑑』1990年～2010年､『中国統計年鑑』1984

年～2010年､及び各社ホームページ､報道により作成

2013年4月に中国チェーン経営協会が公布した中国小売企業ランキング

のトレンドを確認すると､上位10位以内に,台湾資本の大潤発､ウォルマ

ート､ヤム･ブランズ､カルフールなどがランクインしており､外資系小売

企業の存在感が大きいことがわかる(図表6-2を参照)0

図表6-2　2012年中国小売企業ランキング(売上高単位:億元)

企 業 名 冏ｸ 売 上 云ﾉB 業 態  ĀĀĀĀ

1 吋ｨ 抱 ⅸ&8ﾍ)Ztﾈﾌﾏh 謦 中 国 #C1705 Ri6B 咼T2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2 儷9ﾈ&2 中 国 ##5147 忍Dtﾕ:E4ﾚD5e:IﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

3 俛Xy6Hｮﾘ&2 中 国 sB1685 Ri6B 咼T2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

4 引iﾈ 徂&2 中 国 涛C4423 杯ﾕ:E4:E4ﾚD5e:IﾂĀĀĀĀĀĀĀĀ

傘 下 企 業: 蘇 果 超 市 31 唐SC､SM,CVS､ 他 ĀĀĀĀ

5 儘ﾉ8ｨXJﾒ 台 湾 都#B219 杯ﾕ:D5e2ĀĀĀĀĀĀĀ

6 X4ｸ7ﾘｸ6r ア メ リ カ 鉄395 杯ﾕ2ﾅ4ﾚIﾂĀĀĀĀĀĀĀĀ

7 偬Hﾆ8 ⅸtﾈﾌﾏh 謦 中 国 鉄CB327 忍E4ﾚD4ZIﾂĀĀĀĀĀĀĀ

傘 下 企 業: 重 慶 百 貨 33 ッDP､SM､CE ĀĀĀ

8 H8X885 ア メ リ カ 鉄#"5200 2ĀĀĀĀĀĀĀĀ

9 伜)8ﾈ ⅸｼh&2tﾈﾌﾏh 謦 中 国 鼎526 忍E4:E4ﾚFdIﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

10 ｨ8ｸ7Hｸ8ｲ フ ラ ン ス 鼎S"218 杯ﾕ2ﾄ ЙIﾂĀĀĀĀĀĀ

出所:中国チェーン経営協会『中国チェーン経営年鑑2012』より作成
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また､外資系小売企業の成長率からみると､台湾資本の大潤発lは近年二

桁の成長率を維持しており､迅速かつ大規模での出店により､売上高が上位

を占めている(図表6-3を参照)｡外資系小売企業のランキング･上位20

社を確認すると､アジア資本と欧米系資本がほぼ対等に存在している｡マイ

ナス成長をするベストバイや香港資本の百任､またゼロ成長のイトーヨーカ

堂､イ-マート以外の16社は年々売上高が伸びており､規模を拡大しつつ

ある｡ 1992年からわずか20年の間で､外資系小売企業が中国市場において

確固たる地位を築いてきたといえる｡

図表6-3　外資系小売企業のランキング(売上高単位:億元)

2012 企 業 名 僣H8ﾘ" 売 上 伸 び 率 云ﾉB 店 舗 伸 び 率 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1  大 潤 発  都 # B 1 7 . 7 %  1 8 . 4 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2  釘 ウ ォ ル マ ー ト  張 S 3 . 6 %  迭 6 . 8 %  Ā Ā Ā Ā Ā

3  ヤ ム . ブ ラ ン ズ  鉄 # " 3 0 . 5 %  鉄 # 1 6 . 9 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

4  カ ル フ ー ル  鼎 S " 0 . 2 %  7 . 4 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

5  迭 ベ ス ト バ イ  C - 1 2 . 0 %  S " - 9 . 7 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

6  澱 テ ス コ  張 # l l . 1 %  8 . 8 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

7  途 パ ー ク ソ ン  途 2 0 . 1 %  鼎 4 . 3 %  Ā Ā Ā Ā

8  メ ト ロ  s 2 9 . 7 %  田 B 1 8 . 5 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

9  湯 ロ ッ テ マ ー ト  c 2 6 . 7 %  涛 8 . 8 %  Ā Ā Ā Ā Ā

1 0  " オ ー シ ャ ン  c 2 2 8 . 4 %  鉄 B 2 0 . 0 %  Ā Ā Ā Ā Ā

l l  唐 新 世 界 百 貨  張 c 3 . 2 %  0 . 0 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

1 2  B ロ ー タ ス  張 # B 6 . 6 %  鉄 r 9 . 6 %  Ā Ā Ā Ā Ā

1 3  2 デ ニ ス  # " 1 3 . 0 %  C B 4 5 . 5 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

1 4  R ワ ト ソ ン  張 # 2 0 . 0 %  S 3 6 . 4 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

1 5  b マ ク ド ナ ル ド  張 l l . l Q A  S 7 . 1 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

1 6  イ オ ン  塔 2 1 . 3 %  b 2 0 . 0 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

1 7  イ ケ ア  都 b 2 1 . 2 %  免 ﾂ 2 2 . 2 %  Ā Ā Ā Ā
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1 8  r イ ト ー ヨ ー カ 堂  都 B 0 . 0 %  2 0 . 0 %  Ā Ā Ā Ā Ā

1 9  百 佳  鼎 - 5 . 1 %  鉄 1 0 . 9 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2 0  イ - マ ー ト  張 # B 0 . . 0 %  b 0 . 0 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

合 計  鼎 3 3 r l l . 3 %  # r 1 6 . 2 %  Ā Ā Ā Ā Ā

注:①　*は推測値である｡

②ウォルマートのデータは買収したトラストマートのデータを含む.

出所:中国チェーン経営協会『中国チェーン経営年鑑2012』より作成

6. 1. 2 　 参 入 方 式 の 変 化

第3章で詳しく紹介したように､外資系小売企業は段階的に中国市場の進

出を果たした｡ wTO加盟以前は市場参入方式､出店地域､また店舗数など

が厳しく限定されたことから､ 2004年完全開放によって外資系小売企業は

一気に中国市場に進出するという動きを示している｡

参入方式が政府の行政介入により規定されており､WTOに加盟するまで､

制度上においては,外資系小売企業は中国側の企業と合弁､また合作(業務

提携)をする形での進出しか認められなかったが､ wTO加盟後の3年経過

してからは完全開放が実施され､独資投資､またM&A(合併と買収)､フラ

ンチャイズ方式などが認めるようになった｡

流通業に関する開放が始まってから　WTO加盟以前の時代を振り返って捉

えると､小売だけでなく卸売を合わせ､約10年間で､政府主導の合弁･合

作方式が厳しく貫徹されており､これが当時の外資系小売企業の参入方式の

大きな特徴でもあった｡また､中国の中央政府と地方政府の制度上の奉離に

より､ ｢中央政府認可型｣ ･｢地方政府認可型｣の合弁･合作方式が並存して

いた｡
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1992年､中央政府は15社の合弁･合作企業の設立を許可し(図表6-4

を参照)､これらの企業は｢中央政府認可型｣の合弁･合作企業という｡こ

の図表を示しているように､合弁側は企業がウォルマート以外､すべてアジ

ア企業で､百貨店業態を中心とする企業がほとんどであり､チェーンストア

のような新興小売企業が少なかった2｡それは開放初期において､小売経営

技術よりも資金導入が優先され､中央政府は近代的な小売経営の重要性に関

してあまり認識していなかった点にある3｡

図表6-4　1991-1997年国務院より許可された合弁小売企業リスト

年 度 俘y] 舒 仂ikﾂ 出 店 先 丶8､ 仂b 中 国 企 業 ĀĀĀ

1992 冉ｸｹ陂ﾙ+ｹthｶ(ⅸ北京 h984ｸ7ﾈｸ8ｹh偖y&2北京友誼商城 ĀĀĀĀĀĀĀ

新東安有限公司 冉ｸｹ香港新鴻基不動産 冉ｸｹﾈ&2ĀĀĀĀĀ

大連国際商業貿易 YNichiiofJapan/香港中 Yⅹfhﾏh謦ĀĀĀĀĀĀ

公 司  剴 `  

広 州 華 連 百 老 涯 儘ﾈBroadway 儘ﾈ9ﾈｼh 佇ĀĀĀĀĀ
Cinematheque 佰h 謦Ā

広州天河広場 儘ﾈ香港正大国際 儘ﾈﾆ傅Ifbﾏh謦ĀĀĀĀĀĀ

青 島 第 一 百 盛 )8r マ レ ー シ ア パ ー ク ソ ン )8yh 自U8 旆ĀĀĀĀĀ
集 団  佰 h 謦 Ā

青 島 佳 士 客 有 限 公 司 )8r ジ ャ ス コ( 秩) )8xｹｸĀĀĀĀĀĀĀ

地頭金銀島貿易公 司 ｢香港正大国際 ｩ(hﾙ{xﾗ2&2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

上海第一八倍伴有 限公司 8､2ヤオハン.ジャパン 8､8自U8ﾍ)Ztﾈﾌﾏh謦ĀĀĀĀĀĀ

上 海 華 潤 8､2 香 港 華 潤 集 団 8､8 揄 ⅸﾆ2ĀĀĀĀĀ

上 海 東 方 商 慶 8､2 香 港 上 海 実 業 公 司 8､8 ⅸｼh､ｩJﾒĀĀĀĀ
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公司 

上海佳士客 8､2ジャスコ(秩) 8､9(h揩翌iﾘﾘﾖĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

深別ウォルマート ｹ¥｢ウォルマート(アメリ ｹ¥ｨﾙﾝｹﾙRĀĀĀĀĀĀĀ
カ) ｨﾏh 謦ĀĀĀ

天 津 華 信 商 慶 i,2 香 港 信 徳 集 団 i,8 揄 ⅸﾆ2ĀĀĀĀĀ

天 津 正 大 国 際 商 度 i,2CH ⅠATA ⅠGROUP i,9zy$(&2ĀĀĀĀĀ

1995 1997 ﾉvﾙ;ⅸｼitﾂ北京 乘H檍486xｸ8ｸ4｢中国糖酒公司 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

限 公 司  剳 ﾇ  

中土畜万客隆有限 公司 冉ｸｹオランダSHVMAKRO公 司､ 台湾豊群投資有限公司 hﾙ7ｹｹV偬ｹﾘﾏh謦ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

武漢未来中心百貨 有限公司 兀ｫ台湾豊群投資有限公司 兀ｫi9U8旆&2ĀĀĀĀĀĀĀĀ

出所:李飛､王高(宿) (2006) 『中国零偉業発展歴程』社会科学文献出版社

P.348 よ り 作 成

また上記に記載された企業以外に､地方政府に認可された合弁･合作方式

の企業も存在しており､実際に許可された企業が｢中央政府認可型｣の数よ

り多く199社もあった｡それは､地方政府は外資系小売企業の進出を実現す

るために､中央政府の政策の｢抜け道｣を利用し､中央政府に認可されない

小売企業を地方レベルで｢正当名目｣を作り上げ,進出を実現させた4｡こ

のことは中央政府による政策の不透明性も表している｡このような｢地方政

府認可型｣の合弁･合作企業は中央政府の方針に反し､ ｢非合法｣的な存在

であり､第3章で分析した1997年～1999年の整理整頓を招いた｡

WTOに加盟するまで､外資系小売企業の参入は政府の許可が必要され､出

資率､経営内容､進出先､立地､店舗数などの制限があり､企業の意思で中
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国各地のおいて規模拡大ができなかったが､中国wTO加盟をきっかけに､

規制が大幅に緩和され,独資経営が認められ､フランチャイズ経営の制限も

撤廃され､外資系小売企業の参入攻勢がいっそう活発化するようになった｡

また近年､規模拡大を図るために､独資の投資に限らず､積極的にM&A

を行う企業も良く見られる｡ウォルマートは中国三大経済圏5においてはド

ミナントエリアを形成し､更に販売網を拡大するために､2007年に福建省､

上海､杭州､北京などで店舗を持っているトラストマートを買収した｡また､

華東地区に浸透するため､テスコは楽購を買収し全国展開を目標に､積極的

に出店攻勢をかけている｡

6. 1. 3 　 展 開 業 態 の 傾 向

外資系小売企業の展開業態の傾向を見ると､開放した当時､百貨店や総合

スーパー業態が 初に許可され､大型店舗の出店が多かった｡中央政府の狙

いとしては､まず､当時の小売業態としては､主に国有の百貨店と食品店で

あったため､合併･合作を通し､中国既存の百貨店を活かし存続させ､食品

店を総合スーパーかスーパーマーケットに転換することを考慮していたと

思われる｡また､大衆消費社会の到来を見通し､優先的に総合スーパー業態

を市場に導入した｡例えば､フランスのカルフールはハイパーマーケット業

態を中国市場で展開し､世界 大の小売企業であるアメリカのウォルマート

はディスカウントストアにスーパーマーケットを加えた｢スーパーセンター｣

などを展開している｡また､日本総合スーパー業界の大手イオンは中国の華

南地域を出発点に､主に総合スーパー業態を中国各地で展開している｡

規制緩和に伴い,外資系小売企業の事業内容に関して幅が広くなり､開始
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系小売企業は業態導入を急いだ｡多様化が進んでいる消費者ニーズを満たす

ために､ホームセンター､ショッピングセンターなどのような大型店舗の出

店のみならず､コンビニエンスストア,専門店などの小型店舗や,総合スー

パー,スーパーマーケット､ショッピングセンターの小型店の出店も積極的

に行っている｡

また､企業レベルで考えると,中国に進出している外資系小売企業を考察

してみると､共通している特徴が見られる｡参入当初は本国で成功の実績を

もつ主力業態を一つ限定して出店させる傾向を示していたが､進出後の時間

的経過とともに､地域の消費者ニーズの変化や競合企業との業態同質化を反

映して､次第に複数の業態を組み合わせた､いわゆる1企業1業態から, 1

企業多業態戦略が重視される傾向が現れている｡例えば､ウォルマートは｢ス

ーパーセンター｣をベースに､会員制の｢ホールセールクラブ｣､食品中心

の｢ネイバーフットマーケット｣､インターネットショッピングなどの業態

を加え,業態を多様化している｡また､イオンは総合スーパー業態を主力業

態としているが､近年､ショッピングセンターやコンビニエンスストアの展

開にも力を入れている｡

6. 1. 4 　 出 店 地 域 の 変 化

中国政府の行政介入により､外資系小売企業の出店先は主に北京､上海､

広東省のような沿岸部の大都市であった｡ WTO加盟した後でも主に沿岸部の

大都市と二級都市に集中して出店を行っていた｡ 2007年末までには､北京

を含む華北地区､上海を含む華東地区､広州を含む肇南地区の大都市は主要

な出店先であった｡
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近年､外資系小売企業の全体的な出店の動きから見ると､華北地区,華東

地区､華南地区､東北地区の大都市から,徐々に内陸部の西南地区,華中地

区,西北地区へと拡大していく傾向が見られている6 (図表6-5を参照)｡

大手の小売企業は沿岸部で展開する店舗をペースに,急速に全国販売網を

構築しようとしており,内陸部の各省都や中心都市に進出し､ネットワーク

を広げている｡例えば､大潤発､ウォルマート､カルフールは中国各地にお

いては大型店舗の総合スーパーを展開している｡一方､ドミナント戦略をと

っている小売企業は業態別に進出地域を選択し､ドミナントエリアを構築し

ているoイオンは華南地区では総合スーパーを主力業態として展開している

が､華北地区ではショッピングセンターを中心に､また,山東省を軸にコン

ビニエンスストアの出店を急いでいる｡また,セブンイレブンは北京を拠点

にして事業拡大を図っている｡
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図表6-5　大手外資系小売企業の出店地域分布図

140 120 100 80 60 40 20 0 ■ Ā

+- :■‡  劔  ĀĀĀ

: ■ ■p.,1- ;. 預 二 二. 穎 こ .::.i 礼. ll か :JLjt ■~ ■p.>~: ≡.:JFi- 卜 讃.: -++   . 襲 亦 ĀĀĀĀĀĀĀ

箆 ≦ :-I.- ≡  剋ｫ 去 や~ +- ～. こ  儖ﾆ､ﾈ bX 黹ｳ｢ｨ 魔ｵhｨ 鍈 ■ 』 一 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

lll一一l一 章東地区華北地区華南地区華中地区東北地区西南地区西北地区 

潤発Jウォルマート叢カルフール貫テスコ鋼メトロ曹ロッテマート難オーシャン 

荏:ウォルマートの店舗数はトラストマートの99店舗を含まれていない｡

出所: ｢聯商網｣ 2013/02/02の報道データに基づき作成
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6. 2　国内小売企業の発展

外資系小売企業が中国に進出して以来､中国国内の小売企業の改革は継続

的に行われてきた｡先進的な小売経営方式の導入､チェーンストア企業やフ

ランチャイズ経営の拡大､ POSシステム､物流配送システムの導入･普及に

より､国内小売企業の成長は著しいものがあった｡

6. 2. 1　流通業開放以前の国内小売企業

経済改革･開放政策の実施は､中国国内小売企業に刺激を与え､成長のチ

ャンスを与えた大きな要因である｡以前､国内小売企業は競争優位性であれ､

成長力であれ､外資系小売企業と大きな差が存在していた｡

(1) 管 理 体 制

改革･開放以前は､中国の小売企業はほぼ国家によって所有され､中央政

府または地方政府が運営していた｡しかも小売管理体制としては､商品ごと

に管理部門が異っていた｡政府が小売企業について極めて細かく管理してお

り､市場メカニズムが機能する余地は非常に難しかった｡

また､企業内部の組織管理は不十分であり､チェーンストア経営の実施が

できず､国内小売企業は競争優位性がなく,発展が鈍化し,長期的な発展が

難しかった｡

(2)消費者志向やマーケテイングの欠如

当時､国家の計画により商品を生産するため､中国の流通市場は売り幸市
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場であった｡小売企業はいかに消費者の求める適切な商品を調達し､消費者

の求める条件でタイミングよく商品を売るかについて､まったく無関心な状

態が続いており､消費者志向やマーケテイングという考え方も存在しなかっ

た｡

(3)管理システム

国内小売企業は体系的･科学的･近代的な管理システムや標準化された小

売管理ノウハウを持っていなかったo POS情報システムやバーコードシステ

ム､バイヤーノウハウ､物流センター･配送技術､ IT管理などの技術はき

わめて外資系小売企業と落差が大きかった｡また､商品調達の方式は画一的

な処理にとどまっていた｡国内･省内での販売方式で､商品調達は伝統的な

方式で行われ､サプライヤーから直接各店舗に配送する形を取っており､物

流センター､サプライチェーンの構築はなかった｡コスト削減や商品のタイ

ミングのよい品揃え･競争関係なども制限されていた｡

また,既存の小売企業は対面販売方式がほとんどであった｡セルフサービ

スの利用はなく､消費者の購買意欲を十分に引き出さすことができなかった｡

(4)企業文化(風土)に対する理解不足

既存業態の百貨店や食品店のほとんどは国有,また省常の企業であった｡

小売企業は企業文化の構築､企業イメージアップ､社員教育などが､企業発

展を推進する重要な要素であることを認識しなかった｡
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6. 2. 2　外資参入から刺激を受ける国内小売企業

経済改革･開放政策を実施した以降に､中国の小売市場に参入する外資系

小売企業はしだいに増加している｡先進的な小売技術や業態､巨大資本の導

入によって､国内小売企業は脅威を感じている中､様々な刺激を受け改革を

行っている｡

(1)先進的な小売技術の学習

先進的な小売技術を持つ外資系小売企業の中国進出は､中国流通業の近代

化を推進し､近代的な小売技術をもたらすきっかけになった｡

開放当初､市場に参入したヤオハンの百貨店､ワコール直営の専門店､カ

ルフールのハイパーマーケットの出現は国内小売業にとって革命的な出来

事となった｡合弁･合作(業務提携)を通じ､外資系小売企業の先進的な管

理技術､店舗デザインから､販売方式､仕入れシステム､品揃え､商品陳列

方法､顧客サービスの提供に至るまで､国内小売企業は学習するチャンスを

獲得した｡外資系小売企業は国内小売企業に啓蒙的教育の役割を果たし､中

国の近代的な小売経営モデルとなった｡小売国際化が進んでいる中､国内小

売企業は店舗デザインの学習､店名の模倣のような表面的な内容から実質的

な経営内容の学習に移転している7o

(2)小売業態の多様化

第2章で議論したように､外資系小売企業の参入により,中国に存在しな

かった小売業態が相次ぎ中国市場に導入され,中国の小売業態は一気に多様

化し､推進されてきた｡
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外資系小売企業の刺激を受け､国内資本の小売企業の新業態への投資が活

発化しており､積極的に複数業態への出店を行うようになってきた｡中国小

売企業ランキングのトレンドを確認すると(図表6-2を参照)､上位10社

の中では6社が国内資本の企業であるoヤム･ブランズ8以外の小売企業は､

いれずも多業態で展開している｡外資系小売企業と国内小売企業､さらに国

内企業の場合はそれも国有企業からの展開タイプも含めて､多数のライバル

企業が中国消費市場の成長をビジネスチャンスとして受け止め参入するこ

とで､活発な競争を繰り広げている｡

中国では,これまで対面販売が主流な小売販売方式であった｡ 1980年代

に初めてセルフサービス販売方式を市場に導入したが､先進国のスーパーマ

ーケットの形式と非常に異なっており､消費者に受容されず､市場から姿を

消している｡中国市場にとって,革新的な販売方式､セルフサービスを持つ

総合スーパー､スーパーマーケット業態は外資系小売企業の参入によって普

及が促進された｡カルフールのハイパーマーケット､ウォルマートのスーパ

ーセンター､倉庫型のサムズクラブなどの業態は消費者ニーズに適応し､次

第に受容されるようになった｡このような大型業態は国内小売企業にとって

初の模倣対象となったoまた同じく低価格販売を武器にしたスーパーマー

ケット､ディスカウントストアなどの業態が普及し､近年､ホームセンター,

ショッピングセンター､専門店､コンビニエンスストアなどの業態も急速に

展開し､国内小売企業に先進的な小売業態の見本を提供した｡国内小売業は

このような多様な業態を学習しながら､国内小売企業においても業態の多様

化が活発になっている｡

またここで､言及すべきなのは中国の百貨店業態である｡百貨店業態は以

前から中国市場に存在し､既存業態の一つであった｡百貨店業態は20世初
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頭に中国市場に出現したが､中華人民共和国が設立してから､中国独特の特

徴をもっており､伝統的な小売業態ということができる｡中央政府が計画経

済を実施して以来､中国の百貨店は創設した当時の姿と大きく変化し､看板

としては百貨店の名称を維持しながら､国から割り当てられた商品を扱う

｢配給機関｣の一部に変化し､本来の百貨店の役割と販売方式は残っていな

かった｡

流通業開放が始まり､アジア諸国･地域から百貨店業態を持つ小売企業が

中国に参入した｡ヤオハン､新世界百貨,パークソンなどは中国で百貨店業

態を展開することによって､中国の百貨店業態が変化し始めた｡外資系百貨

店は先進的な小売技術を利用し､サービス提供の方法､消費環境､売場レイ

アウト,品揃え､販売促進の方法などで､伝統的な百貨店と差別化し､消費

者の関心を引き出し､受容されることに成功した｡中央政府は外資系百貨店

と提携する中国百貨店企業に合併･合弁のチャンスを通し学習させ､伝統的

な百貨店が近代的な百貨店に転換させられた｡中央政府は 初に百貨店業態

の開放を承認した目的がここにあったといえる｡上海第一百貨店や東方百度

は成功の事例として挙げられる｡

(3)競争促進

国内小売企業は外資系小売企業が中国市場に進出して以来､消費者の奪い

合いを俄烈に行っている｡

競争意識がほとんど存在しなかった中国の小売業界においては,外資系小

売企業の参入によって,競争の重要性を認識するようになった｡国内小売企

業は外資系小売企業を学習しながら､自社の競争優位性を構築しようとして

いる｡企業発展のため､またより多くの市場シェアを獲得するために､国内
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小売企業は自社の販売網を拡大する一方､先進的な小売技術を応用し､様々

な業態を展開している｡

現在､中国においては､多様な競争関係が発生している｡国内小売企業と

外資系小売企業間の競争､国内企業間の競争､外資系小売企業間の競争､ま

た,同業態間の競争,異業態間の競争などが存在している｡このような競争

関係が多数存在し､消費者ニーズへの適応のみならず,中国の流通近代化が

進み､国内小売企業の改革も推進されている｡

(4)人材の育成

以前,中国の商業施設で勤務する従業員にはリストラという概念がなく,

入社してから定年するまで安定的な暮らしが維持でき､小売技術を専門化し

ようとする意思が乏しく､業務改善やより良いサービスを提供しようとする

環境が整っていなかったo

外資系小売企業は社員教育,研修プログラムを中国に導入し､小売技術を

熟練する専門家の育成に熱心に取り組んでいる｡ 初の合弁事業を通し,店

舗運営などのスキルをトレーニングさせ､グループ内の転勤によって先進的

な小売技術を習得させようとした｡また､ WTO加盟以降､転職という動きが

頻繁に発生している｡外資系小売企業でトレーニングを受けた人材は退職し

てからも小売技術を有し､国内小売企業に大切な人材として雇われ,勤務す

る例が多数存在している｡外資系小売企業は中国市場において､中国人従業

員の人材開発､教育･研修を行うことで､中国小売業界の人材育成に大きく

貢献している9｡
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(5)集団企業の再編成

近年､外資系小売企業は 初の合弁･合作企業方式から多様な投資方式に

拡大し､しだいにM&Aが外資系小売企業の主要な投資方式の一つになった｡

外資系小売企業の規模が拡大しているなか､国内の国有集団企業は競争力を

強化する目的で､企業再編の方針を打ち出した｡

M&Aは中国国内小売企業にとっても代表的な投資方式となった｡2002年､

聯華スーパーは華商集団をグループ傘下に収めたo　また､ 2003年､上海市

政府の主導で､上海一百集団､華聯集団､友誼集団､物質集団が再編される

ことで､百聯集団が設立され､現在､中国 大規模の商業集団となっている｡

6. 3　各業態の発展現状

述べてきたように､外資系小売企業の参入により,国内小売企業が刺激を

受け,小売業態の多様化が活発に行われている｡

各業態の展開状況を確認してみると, 2012年に中国国家統計局が公布し

たデータによると(図表6-6,図表6-7を参照)､参入企業数､総店舗数､

また売上高が も上位にあるのはスーパーマーケット業態であり､同じく消

費者に生活必要品を提供する百貨店,総合スーパー業態の売上高もベスト3

に入っており,中国小売業態における主要業態となっている｡この3つの業

態は外資系小売企業の中国における主要業態とも言える｡それぞれの特徴は

以下である｡
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図表6-6　各業態の店舗推移

業 態 yD 2008 年 僖 2010 年 D

SM sCR30240 3##B32818 ゴSBĀĀĀĀĀĀĀ

D P  c s B 3 8 0 5  鉄 3 B 4 2 3 9  鼎 b Ā Ā Ā Ā Ā Ā

G 班 S  都 3 3 " 8 0 7 2  C 6 3 2 2  S C " Ā Ā Ā Ā Ā Ā

SS 3Cr14651 CsR27641 scĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

W H C  # B 3 3 1  s 2 7 2  c R Ā Ā Ā Ā Ā Ā

CVS 3"16196 Sss14202 3cĀĀĀĀĀĀĀĀ

H C  涛 2 1 1 6  " 1 0 8  b Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

D S  田 # 7 8 4  塔 S 7 0 1  涛 C Ā Ā Ā

出所:中国国家統計局『中国統計年鑑』 (2007-2013)より作成

図 表6-7 　 各 業 態 の 展 開 概 況(2011 年)

業 態 舒 凅B 総 店 舗 数 ﾘｼh 蹴 売 場 面 積 僣H8ﾘ"ĀĀĀĀĀĀĀ
( 万 人) 忠iﾉ[ﾙ¥B( 億 元) Ā

SM 鼎38554 鉄 偵2190.9 3 唐ĀĀĀĀĀĀĀ

D P  涛 B 4 8 2 6  b 絣 1 7 2 2 . 3  # # b 繧 Ā Ā Ā Ā Ā

GMS 3"2542 21760.6 S 釘 絣ĀĀĀĀĀĀĀ

S S  S b 3 1 7 6 8  b 縒 3 6 6 . 7  3 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

W H C  澱 2 6 5  迭 纈 2 3 4 . 2  都 迭 縒 Ā Ā Ā

C V S  塔 2 1 3 6 0 9  途 1 0 9 . 7  # b Ā Ā Ā Ā Ā Ā

H C  R 1 1 6  繧 6 0 . 8  田 B 縒 Ā Ā Ā Ā Ā

D S  釘 9 4 8  繧 2 6 . 9  鼎 r 綯 Ā Ā Ā Ā

出所:中国国家統計局『中国統計年鑑2012』より作成
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6. 3. 1 　 百 貨 店

開放政策以降､外資系百貨店は相次ぎ中国市場に進出し､中国の百貨店業

態の発展を推進した｡進出した企業は世界的なレベルでみると､決して大手

企業ではなかったが､ブランドを打ち出した百貨店や 先端の経営管理方式

などまでは中国市場に導入されていなかった｡こうした状況の中では中国の

百貨店業界の成長は先進国より遅れていた｡そして､店舗展開のスピードが

比較的に遅かったo 初の出店ブーム以降､百貨店業界では競争が激しくな

りつつ､政府の規制も多く,外資の百貨店業態の参入が低迷していた｡近年､

特にWTO加盟以降､経済発展と規制緩和によって､百貨店業態は徐々に活

発化し､世界中から有名かつ高級な百貨店が中国に参入するようになり､繁

栄する時代を迎えている｡

6. 3. 2 　 総 合 ス ー パ ー､ ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト

中国の小売業界には,世界的な規模で発展する外資系大手の総合スーパー､

スーパーマーケット企業が集まっている｡進出当時から急速に展開し､近年

M&Aを繰り返して行ってきた｡例えば､ 2007年ウォルマートはトラストマ

ートを買収し､ 2008年ロッテマートはマクロを買収した｡この2つの業態

は主に沿岸部の各都市において展開してきたが､近年､内陸部､また西北部

にも数多く展開されるようになった｡

外資系小売企業の中国参入によって､総合スーパー､スーパーマーケット

という2業態は主要業態へと発展していった｡国際市場においては､総合ス

ーパー､スーパーマーケット業態が多く展開され､数多くの国･地域で成功
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を収め､外資系小売企業は中国市場に参入する際､巨大な資本力をベースに､

効率性の高い物流システム,情報技術手段及び先進的な小売ノウハウなどを

採用し,優位性を発揮し､業態を発展させてきた｡今後､内陸部･西北部に

いては､所得水準の上昇と生活スタイルの変化によって総合スーパー､スー

パーマーケット業態の成長性が高まっていくと考えられる｡

6. 3. 3 　 専 門 店

中国における専門店は様々なジャンルで展開されてきており､例えば､ブ

ランドショップ､各種衣料品店､スポーツ用品店､骨董品店､コレクション

ショップ､ドラックストアなどである｡中国市場において､高級ブランドシ

ョップのような専門店に限らず､中間層の拡大とともに､消費者ニーズやラ

イフスタイルの個性化や多様化を背景に､日常生活用品を対象とした専門店

の発展も目立つようになった｡この中で､ も展開しているのは香港系企業

のワトソンである｡現在､ドラックストア業態として､すでに中国の100

都市以上に約700店舗を展開し､同業態ではトップシェアを獲得している｡

6. 3. 4 　 コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア

1992 年10 月､ 7-ll ( 香 港 系) は 初 め て 中 国 に 進 出 し､ 深 別 に 拠 点 を 置

き､従来の｢夫妻店･パパママストア｣と異なる業態を中国市場にもたらし

てきた｡コンビニエンスストア業態は中国で迅速に展開され､激しい競争を

繰り返していたo総合スーパー､スーパーマーケットは主に外資系と国内企

業間の競争であるが､コンビニエンスストアは国内企業間の競争が中心とな
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っている｡開業投資の高額化､売上高の低迷､平均粗利益の低下などの現状

により､本土コンビニエンスストア業態は迅速に展開してきたが､全業態の

規模からみるとほぼ赤字で経営したため､店舗数のランキングでは上位を占

めているものの､経営スタイルや商品ラインナップが時代遅れであるなどと

指摘されている｡数多くの企業が大手企業にM&Aされ､展開スピードは大

幅に減速した｡現在､中国市場においては,百聯傘下グループの｢侠客｣は

代表企業であり､高級志向の店舗をテスト出店もしている｡

また､ wTO加盟以降､外資系企業はコンビニエンスストア業態に力を入

れ､今後国際レベルの競争が本格的に行われることが考えられる｡

6. 3. 5 　 シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー

中国で展開されるショッピングセンター企業の状況からみると､外資系シ

ョッピングセンターは適応段階で事業展開を行い､今後迅速に拡大する体勢

が見られる｡ 2004年2月､商務部は率先的にショッピングセンター業態の

研究調査を行いはじめた｡外資によるショッピングセンターの展開は萌芽期

から成長期へ転換している｡国内小売企業は事業多角化している中で､業態

選択としてはショッピングセンターに投資する企業が増えている｡

6. 3. 6 　 ホ ー ム セ ン タ ー

流通業が開放されて以来､イケア, OBI, B&qなどのホームセンターは中

国に進出し､急速に発展してきた｡ wTO加盟以降､ルロワ･メルラン､特

力屋､ザ･ホーム･デポなどの参入により､ホームセンター業態は爆発的な
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成長が伺える.特に2006年にザ･ホーム･デポは地元ホームセンター企業

｢家世界｣の12店舗を買収し､大きな利益をもたらした｡

6. 3. 7 　 会 員 制 ホ ー ル セ ー ル ク ラ ブ

1960年代にヨーロッパで生まれた会員制ホールセールクラブは70年代に

欧米で展開できたo先進国･地域の会員制ホールセールクラブの発展状況か

ら分析すると,都市郊外化､衛星化及び自家用車の普及は会員制ホールセー

ルクラブの発展に欠かせない条件である｡中国市場においては､まだ会員制

ホールセールクラブの発展条件が整わず､店舗成長率が低下し､展開は多業

態と比べ,相対的に鈍化している10｡

6. 4 　 ま と め

本章においては､業態の多様化を主軸に外資系小売企業と国内小売企業の

状況を検討してきた｡外資系小売企業の参入によって､先進的な小売技術や

新業態のコンセプトが導入され,そのことを通して国内小売企業が外資系小

売業の影響を受け,新業態､経営技術､人材育成､専門知識など近代的な経

営方法を学習し､既存業態をベースに､企業の再建や業態の多様化に取り組

み､外資小売企業に対抗しようと競争力を高めてきた｡

このように､外資系小売企業の参入は､中国の消費市場に大きな利便性や

効率性を提供しただけでなく､中国の国内小売企業の近代化や改革にも多大

な役割を発揮してきたことが確認できる｡第6章で強調できる点は,外資系

小売企業の果敢な投資行動と 新の経営技術の移転が中国の国内小売企業
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に与えた影響の重要性に加えて,国内外の小売企業が中国市場において､政

府の行政介入と消費者ニーズの多様化それに小売企業間競争の激化の要因

の相互作用関係を背景に､小売業態の発展と業態多様化を推進してきた実態

を明らかにしてきたことである｡

1 )大潤発は1996年に設立された小売事業者で､台湾潤泰グループ傘下の企業

である｡ 1997年中国本土で｢上海大潤発有限公司｣を設立し､台湾での経験

を活かし､中国各都市において迅速に店舗展開をしており､進出してからの

十数年で中国市場における有力な店舗網を構築している｡また, 2001年､大

潤発はフランスの小売企業-オーシャン(Auchan)グループと提携し､フラ

ン ス､ ル ク セ ン ブ ル ク､ ス ペ イ ン､ ポ ル ト ガ ル､ イ タ リ ア､ ポ ー ラ ン ド､ ハ

ンガリー,ロシア､モロッコ､中国本土等に支社を設立した｡

2 )楊陽(2011) ｢グローバルリテーラーの海外進出戦略に関する研究-カルフ
ールとイオンの中国進出戦略の事例分析を中心として-｣『専修社会科学論集』

専 修 大 学 　P.98｡

3 )碍容(2011) 『外資小売業の中国市場参入一新興市場における小売国際化プ

ロ セ ス の 展 開 』 三 恵 社 　PP.42-650

4 )胡欣欣(2003) ｢中国小売業の近代化と外資参入動向｣矢作敏行(宿) 『中

国･アジアの小売業革新』日本経済新聞社　P.310

5 )三大経済圏は北京,天津を中心とする環樹海経済圏､上海を中心とする長

江デルタ経済圏,広州を中心とする珠江デルタ経済圏を指す｡
6 )矢作敏行(2009) ｢外資参入動向と現地市場へのインパクト｣矢作敏行､関

根孝,錘淑玲､畢清酒『発展する中国の流通』白桃書房　P.57｡
7) 胡 欣 欣(2003) 前 掲 書 　P.35｡

8)中国においては､主にファストフードの飲食専門店を経営している｡

9 ) 胡 欣 欣(2003) 前 掲 書 　P.35-36｡

10 )挙飛等(2009) 『中国小売業対外開放研究』経済科学出版社　PP.74-77｡
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